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1. はじめに 
 外部放射線治療において，水吸収線量計測は投与線量の基準を決定する重要な作業であ
る．投与線量の不確かさが治療成績に及ぼす影響については，2016年に IAEA Human Health 
Series No. 31 において詳細な報告がなされ，「すべての放射線治療は，技術的および生物学
的要因を考慮した上で，合理的に達成可能な範囲で正確に実施されるべきである」という勧
告がなされた 1)．水吸収線量計測の不確かさは投与線量の不確かさ要因として全ての外部放
射線治療に共通に含まれるものであり，不確かさを適切に評価し，合理的な範囲で可能な限
り低減に努める必要がある．低減の一つの目標として，AAPM Report No. 85 において基準
条件における水吸収線量計測の不確かさを相対標準不確かさで 1 %以下に抑えることが掲
げられており 2)，この目標達成のため，放射線計測技術や放射線治療用線量計の校正技術の
開発が各国で行われている． 

2012 年に標準計測法 12 が刊行され 3)，60Co ガンマ線水吸収線量標準に基づいた水吸収
線量計測が可能となった．この間に，電離箱と電位計の分離校正が行われた 4)．また，高エ
ネルギー光子線水吸収線量標準を既に確立している英国においては，世界に先駆けて医療
用リニアック装置によって校正された放射線治療用線量計による線量計測プロトコルの整
備が行われ，臨床での利用が始まっている 5)．我が国においても，医療用リニアック装置を
用いた放射線治療用線量計の校正サービスが一次線量標準機関である国立研究開発法人 
産業技術総合研究所から提供されてきたが，これまで線量計測プロトコルは整備されてこ
なかった． 

そこで今回，医療用リニアック装置によって校正された放射線治療用線量計による水吸
収線量計測法を定め，高エネルギー光子線・電子線水吸収線量標準にもとづいて校正された
放射線治療用線量計を用いた水吸収線量計測を国内の放射線治療施設において実施できる
ようにした．このプロトコルは現行の線量計測プロトコルである IAEA TRS-3986)および標
準計測法 12 に準拠しており，60Co ガンマ線源を用いた校正サービスと医療用リニアック
装置を用いた校正サービスを相補的に運用することで，国内の放射線治療用線量計の校正
サービスの冗長性を高めることも目的としている．医療用リニアック装置を用いて校正さ
れた放射線治療用線量計による水吸収線量計測の不確かさは，従来の標準計測法 12 で想定
される不確かさよりも改善されるため，医療用リニアック装置を用いた校正サービスは将
来的には JCSS 校正事業者によって広く提供されることが見込まれる．本計測法によって，
60Co ガンマ線源を用いた校正サービスから医療用リニアック装置を用いた校正サービスへ
の移行が円滑に行われ，国内の放射線治療の品質管理がより高精度に実施されることを期
待する． 
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この線量計測法の略称を「リニアック標準計測法 24」とし，英語名は「JSMP guideline: 
a code of practice for dosimetry using a radiotherapy ionization chamber calibrated in a 
clinical linac (JSMP Linac Standard Dosimetry 24)」とする． 

医療用リニアック装置によって校正された放射線治療用線量計を用いて水吸収線量計測
を行う場合は，リニアック標準計測法 24 にしたがって水吸収線量計測を行うこと．従来の
60Co ガンマ線源による校正を受けた放射線治療用線量計を用いて水吸収線量計測を行う場
合は，標準計測法 12 にしたがって水吸収線量計測を行うこと． 

リニアック標準計測法 24 によって計測された水吸収線量は，標準計測法 12 に準拠した
計測として扱う．今後，標準計測法 12 の改訂が行われる場合は，リニアック標準計測法 24
も標準計測法に統合・改訂される． 
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2. 用語 
高エネルギー光子線および高エネルギー電子線の水吸収線量標準に基づいた線量計測法

を記述するにあたり，標準計測法 12 の用語およびシンボルリストの定義では一部不足があ
るため，本書では次の様に用語およびシンボルを定義する．ここに記述の無いものについて
は，標準計測法 12 と同様とする． 
 
2.1. 標準機関 
 日本国の一次線量標準機関である国立研究開発法人 産業技術総合研究所および JCSS
（Japan Calibration Service System）登録・認定校正事業者を指す．なお，MRA（Mutual 
Recognition Agreement，国際相互承認）認定を受けている日本国外の校正事業者の校正証
明書は JCSS 登録・認定校正事業者の校正証明書と同じように扱われるが，校正の不確かさ
が日本国内の校正事業者と異なることがあるため，利用する際には注意が必要である 7) 8)． 
 
2.2. 標準機関の放射線の線質：QSDL 
 基準線質とは線量計の校正を行う線量標準機関（SDL: Standard Dose Laboratory）の放
射線標準場の線質を差し，標準計測法 12 では，国立研究開発法人 産業技術総合研究所の
60Co ガンマ線標準場の線質を基準線質とし，シンボルをQ0として用いてきた． 
 しかし実際には，線源の形状や組成，コリメーターの形状の違いによって標準機関毎に線
質が異なるため，60Co ガンマ線の線質は普遍的なものではなく，高エネルギー光子線およ
び高エネルギー電子線水吸収線量標準の登場によって，現在では放射線標準場の線質が複
数存在する状況となっている．そのため，基準線質という言葉で普遍的な一つの線質を共通
認識することができなくなり，シンボルQ0を用いることが適当ではなくなった． 

そこで，標準機関における放射線治療用線量計の校正に用いられる放射線標準場の線質
を表すシンボルとして，新たにQSDLを定義する． 
 
2.3. シンボルリスト 
Q：測定対象の放射線の線質 
QCo：60Co ガンマ線の線質 
Q0：線質変換係数などを検討する際の基準の線質．QCoであることが多い 
QSDL：放射線治療用線量計の校正を行う標準機関の線質 
Qint：高エネルギー電子線における媒介線質（𝑅𝑅50 = 7.5 g cm-2） 
𝑘𝑘Q2,Q1：線質Q1を基準の線質とした線質Q2における線質変換係数 
𝑘𝑘Q,QCo：60Co ガンマ線の線質を基準の線質とした線質Qにおける線質変換係数．標準計測法 
12 における𝑘𝑘Q,Q0を𝑘𝑘Qのように基準となる線質の記載が省略された場合は，60Co ガンマ線を
基準の線質としていることとする． 
𝑘𝑘QSDL：60Co ガンマ線の線質を基準の線質とした線質QSDLにおける線質変換係数 
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𝑘𝑘Q,Qint：媒介線質Qintを基準の線質とした線質Qにおける線質変換係数 
𝑘𝑘QSDL,Qint：媒介線質Qintを基準の線質とした線質QSDLにおける線質変換係数 
𝑁𝑁D,w,Q：線質Qにおける水吸収線量校正定数 
𝑁𝑁D,w,QCo：60Co ガンマ線の線質における水吸収線量校正定数．標準計測法 12 における𝑁𝑁D,w,Q0

とおなじ 
𝑁𝑁D,w,QSDL：線質QSDLにおける水吸収線量校正定数 
𝑁𝑁D,w,Qint：媒介線質Qintにおける水吸収線量校正定数 
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3. 水吸収線量計測に使用する機材 
3.1. リファレンス線量計 
 放射線治療施設は施設の線量の基準（参照標準）となるリファレンス線量計として，リフ
ァレンス電離箱とリファレンス電位計の組み合わせを一組定め，標準機関による校正を定
期的に受ける必要がある 3)．リファレンス電位計の要件としては，「放射線治療用線量計に
用いられる電位計のガイドライン」（電位計ガイドライン）が発行されており，リファレン
ス電位計はこの要件を満たす電位計から選定することが強く推奨される 4)． 
 高エネルギー光子線および電子線のリファレンス電離箱としてはファーマ形電離箱
（Farmer-type ionization chamber）が標準計測法 12 において想定されてきたが，高エネル
ギー光子線および電子線水吸収線量標準にもとづく校正ではより幅広い種類の電離箱の校
正が可能となるため，ユーザーは測定対象や施設の状況に応じて十分な検討を行った上で
リファレンス電離箱を選定することが重要である．リファレンス電離箱の性能要件として
は，国際標準規格である IEC 60731:2011（International Electrotechnical Commission）に
おいて放射線治療用線量計が最低限満たすべき性能要件が定められており，これに加える
形で，AAPM TG-51 Addendum において推奨性能要件が定められている 9), 10)．日本特有の
事情として，温度特性や湿度影響へも配慮しながらリファレンス電離箱を選定することが
望ましい． 

電離箱の出力が電荷であることから，水吸収線量校正定数の単位は Gy C-1 となる．実用
面から，水吸収線量校正定数の単位として Gy nC-1 や mGy nC-1，cGy nC-1 も用いられる．
標準機関から提供される水吸収線量校正定数については，温度気圧および極性効果，イオン
再結合について補正済であることを校正証明書で確認してから用いること．リファレンス
線量計の使用前に必ず電位計の設定を確認し，表示単位や印加電圧などが校正証明書に記
載されている条件とあっていることを確認してから測定に用いること． 
 
3.2. 水ファントム 

水吸収線量計測における測定深の表示は水等価厚(質量面密度，単位：g cm-2) とする．基
準媒質は水とする．水槽（水ファントム）の横幅は最大照射野より各辺で 5 cm 以上のサイ
ズが必要である．深さ方向については，高エネルギー光子線では測定深より 10 g cm-2 以上，
高エネルギー電子線では最大エネルギーの実用飛程より 5 g cm-2 以上の深さが必要である．
垂直ビームの場合，水の蒸発による水面(SSD) の変化に注意が必要である．水平ビームの
場合，水ファントムの入射窓の材質はプラスチックで，厚さ𝑡𝑡winは 0.3 cm から 0.5 cm を推
奨する．この入射窓厚を水等価厚さ𝜌𝜌pl𝑡𝑡winに換算し，水ファントム内壁からの深さに加えて
測定深とする．𝜌𝜌plはプラスチックの密度であり，通常，窓材には PMMA (密度: 1.19 g cm-

3)またはポリスチレン（密度: 1.06 g cm-3）が用いられる．温度変化による電離箱の応答変
化の影響を避けるため，水ファントムの水温は 22 ℃ ± 4 ℃の範囲内となるように管理す
ること． 



7 
 

 
3.3. 電離箱の基準点 
 標準計測法  12 では測定対象となる放射線の種類によって電離箱の測定の有効点
（EPOM: Effective Point Of Measurement）の取扱いが異なった．これはリファレンス電離
箱の水吸収線量校正定数の線質に対する変化を空洞理論に基づいて補正する上で必要な措
置であった． 

高エネルギー光子線および高エネルギー電子線水吸収線量標準に基づいた水吸収線量計
測においては，リファレンス電離箱は単に水吸収線量標準の値をユーザーの施設へ移すた
めの仲介標準器としての性格が強くなるため，ヒューマンエラーを避ける観点から，測定の
有効点に対する補正は全て水吸収線量校正定数に含まれることとし，電離箱の基準点を水
ファントム中の基準点に一致させることとする．以下に，円筒形電離箱および平行平板形電
離箱の基準点及び防浸鞘，防水キャップ，電離箱の入射窓の取扱いをまとめる． 

 
3.3.1. 円筒形電離箱 
 ファーマ形電離箱をはじめとした円筒形電離箱の基準点は電離空洞の幾何学的中心とす
る．電離箱壁や防浸鞘，収集電極，空洞による EPOM への影響については考慮せず，この
影響に対する補正は水吸収線量校正定数に含まれることとする． 

非防浸の円筒形電離箱では PMMA 製の防浸鞘を用い，厚さは 1.0 mm とすること．また
防浸鞘と電離箱壁との隙間は 0.1 ~ 0.3 mm 以内の物を用いること．防浸鞘を用いて測定を
行う場合は，電離箱校正時も防浸鞘をつけた状態で校正をうけ，測定に防浸鞘を用いない場
合は，電離箱校正時も防浸鞘を用いないで校正をうけることが望ましい． 

円筒形電離箱の測定深𝑑𝑑は次の式で決定される． 

𝑑𝑑 = 𝜌𝜌w𝑑𝑑w + 𝜌𝜌pl𝑡𝑡win    （円筒形電離箱の場合） (2.1) 

ここで， 𝑑𝑑wはファントム入射窓内壁から電離箱幾何学的中心までの距離である．𝜌𝜌wは水の
密度である．𝜌𝜌pl𝑡𝑡winは水ファントムの入射窓の水等価厚さである． 
 
3.3.2. 平行平板形電離箱 
 平行平板形電離箱の基準点は電離空洞前面の中心とする．電離箱壁および防浸キャップ，
電離箱の入射窓の厚さは水等価厚さに換算し，深さに含める．平行平板形電離箱についても
EPOM と基準点のずれの影響が存在するが，円筒形電離箱の場合と同じく，水吸収線量校
正定数に補正が含まれることとする． 
 非防浸の平行平板形電離箱の防浸キャップは，壁材質と同じか PMMA 製で厚さは 1.0 
mm 以下が望ましい．高エネルギー電子線水吸収線量標準に基づいた水吸収線量計測では，
平行平板形電離箱の防浸キャップの厚さも水槽の入射窓と同様に水等価厚さに換算し，深
さに加えて測定深とする． 
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平行平板形電離箱の場合，電離箱の入射窓および防浸キャップの厚さも考慮するため，測
定深は 

𝑑𝑑 = 𝜌𝜌w𝑑𝑑w + 𝜌𝜌pl𝑡𝑡win + 𝜌𝜌ch𝑡𝑡ch + 𝜌𝜌cap𝑡𝑡cap （平行平板形電離箱の場合） (2.2) 

となる．ここで，𝑑𝑑wはファントム入射窓内壁から電離箱の入射窓または防浸キャップ外側
までの距離である．𝜌𝜌chおよび𝜌𝜌capは電離箱の入射窓および防浸キャップの密度であり，𝑡𝑡ch
および𝑡𝑡capは電離箱の入射窓および防浸キャップの厚さである．それぞれの値は取扱説明書
やカタログなどで確認すること．水等価厚さとして入射窓および防浸キャップの値が示さ
れている場合は，それぞれの値を𝜌𝜌ch𝑡𝑡chおよび𝜌𝜌cap𝑡𝑡capの値としても良い． 
 
3.4. 温度計 
 温度測定に用いる温度計には表示分解能が 0.1 ℃以下のものを使用すること．温度計は
気象測器検定合格 11)または JCSS 校正を受けたものであることが望ましい．定期的に他の
温度計と比較を行うなどして，表示に異常が無いことを確認すること． 
 
3.5. 気圧計 
 気圧測定に用いる気圧計には，表示分解能が 0.01 kPa 以下のものを使用すること．気圧
計は気象測器検定合格 11)または JCSS 校正を受けたものであることが望ましい．定期的に
他の気圧計と比較を行うなどして，表示に異常が無いことを確認すること． 
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4. 高エネルギー光子線の水吸収線量計測法 
本章では，日本の高エネルギー光子線水吸収線量標準によって校正された電離箱線量計

を用いた基準条件における校正深での水吸収線量計測法について述べる．なお，本章におけ
る光子線とは，医療用加速器において平坦化フィルタなどにより平坦化された公称加速電
圧が 4 MV から 15 MV（0.6 < 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10 < 0.78）までの光子線を指す． 
 高エネルギー光子線水吸収線量標準で校正された電離箱線量計を用いて水吸収線量計測
を行った際の水の吸収線量𝐷𝐷w,Q（単位：Gy）は線質Qにおける水吸収線量校正定数𝑁𝑁D,w,Qを
用いて次式で表される． 

𝐷𝐷w,Q = 𝑀𝑀Q𝑁𝑁D,w,Q (4.1) 
ここで，𝑀𝑀Q は校正深𝑑𝑑c (= 10 g cm-2)に置かれた電離箱線量計の基準点での指示値（温度
気圧補正係数 𝑘𝑘TP，イオン再結合補正係数 𝑘𝑘s，極性効果補正係数 𝑘𝑘pol，電位計校正定数 
𝑘𝑘elecで補正済みの値）である． 
 
4.1. 電離箱線量計 
 光子線の水吸収線量計測にはファーマ形電離箱などの円筒形電離箱を用いるのが一般的
である．電離箱は標準機関による高エネルギー光子線水吸収線量校正を受けたリファレン
スクラスの電離箱を用いるか，前述の校正を受けたファーマ形電離箱を介して相互校正さ
れた電離箱を用いること． 
 
4.2. 線質の決定 
 放射線治療装置からの光子線の線質Qの表示には，線質指標として組織ファントム比 
𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10を用いる．決定の手順は標準計測法 12 第 3 章の「3.3 線質の決定」を参照するこ
と 3)．線質指標の値は，装置毎に事前に決定してから，測定に用いること． 
 
4.3. 基準条件 
 水吸収線量計測における基準条件を表 4.1 に示す． 高エネルギー光子線の水吸収線量計
測の基準条件は標準計測法 12 から大きな変更はない． 
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表 4.1 光子線の水吸収線量計測の基準条件 
項目 基準値あるいは基準条件 

ファントム材質 水 

水温 
基準温度：22 ℃ 
測定条件：22 ℃ ± 4 ℃の範囲内 

電離箱 円筒形 
校正深𝑑𝑑c 10 g cm-2 
電離箱の基準点 電離空洞の幾何学的中心 
電離箱の基準点の位置 校正深𝑑𝑑c a 
SCD/SSD 100 cm b 
照射野 10 cm×10 cm c 

a 電離箱壁および空洞，中心電極による変位は考慮しない． 
b SCD または SSD は臨床で使用しているセットアップ値とする． 
c 照射野サイズは，SSD セットアップではファントム表面，SAD (STD) セットアップで

は校正深での大きさとする． 
 
4.4. 水吸収線量校正定数の決定 

測定対象の高エネルギー光子線の線質Qにおける水吸収線量校正定数𝑁𝑁D,w,Qは校正証明書
に記載された各エネルギーの高エネルギー光子線に対する水吸収線量校正定数から読み取
って用いる． 

校正証明書に記載された標準機関の高エネルギー光子線の𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10が測定対象の高エネ
ルギー光子線の𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10と±0.005 以内で一致する場合，校正証明書に記載された水吸収線
量校正定数をそのまま用いても大きな影響はない．𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10の差が大きい場合は，次に述べ
る方法によって校正証明書に記載された水吸収線量校正定数の値を𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10に対して内挿
あるいは外挿することによって，𝑁𝑁D,w,Qの値を求める． 
 
4.4.1. 内挿によって水吸収線量校正定数を求める方法 

校正定数が 4 点以上与えられている場合は，校正結果に対して𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10の近似曲線を求め
る． 

𝑁𝑁D,w,Q = 𝑎𝑎 + 𝑏𝑏(𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10) + 𝑐𝑐�𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10�
2 (4.2) 

ここで，𝑎𝑎および𝑏𝑏，𝑐𝑐は近似曲線の係数である．この係数の値は校正証明書の添付資料とし

て標準機関より提供される．得られた近似曲線に，自施設の高エネルギー光子線の線質指標
𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10の値を代入し，線質Qにおける水吸収線量校正定数𝑁𝑁D,w,Qを求める．近似曲線を求め
る際は有効桁数を 5 桁以上とること． 

校正点が 2 点または 3 点しか無い場合は，表に与えられた校正定数を𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10について直
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線近似で内挿することで，𝑁𝑁D,w,Qを導出することができる． 
 
4.4.2. 外挿によって水吸収線量校正定数を求める方法 

測定対象の高エネルギー光子線の𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10の値が校正証明書に記載された𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10の範囲
外の場合，および校正定数が 1 点しか与えられていない場合は，測定対象の高エネルギー
光子線の𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10の値に最も近い線質の水吸収線量校正定数𝑁𝑁D,w,QSDLを校正証明書から読
み取り，標準計測法 12 の表 3.3 に与えられた線質変換係数を用いて，次の式で𝑁𝑁D,w,Qを導
出する． 

𝑁𝑁D,w,Q = 𝑁𝑁D,w,QSDL
𝑘𝑘Q
𝑘𝑘QSDL

 (4.3) 

ここでQSDLは校正証明書に記載された標準機関の高エネルギー光子線の線質である．𝑘𝑘QSDL
はQSDLにおける電離箱の線質変換係数であり，𝑘𝑘Qは自施設の線質Qにおける電離箱の線質変
換係数である．𝑘𝑘Qおよび𝑘𝑘QSDLは標準計測法 12 の手続きと同じく，標準計測法 12 の表 3.3
から，電離箱型式の行と，線質指標𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10の列の交点からQとQSDLそれぞれの線質変換係
数の値を読み取る． 
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高エネルギー光子線水吸収線量校正定数の決定の例 
 標準機関に高エネルギー光子線水吸収線量の校正を依頼すると，下記の表の例のよう
に，校正を行った高エネルギー光子線の線質指標𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10および水吸収線量校正定数の表
が校正証明書に記載される．ユーザーはこの表から自施設の線質Qにおける水吸収線量校
正定数を求めて，測定に用いる． 
 

表 4.2 高エネルギー光子線の水吸収線量校正結果の例 

線源または 
公称加速電圧 

線質指標 
𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10 

水吸収線量校正定数 
(mGy/nC) 

相対拡張 
不確かさ 

(%) 
60Co 0.569 48.38 1.0 

6 MV 0.685 47.82 1.0 

10 MV 0.735 47.39 1.0 

15 MV 0.760 46.98 1.0 

相対拡張不確かさの包含係数は𝑘𝑘 = 2であり，約 95 %の信頼の水準に相当する．なお，
この値は参考値であり，実際の計測には用いてはならない． 
 
①近似曲線で内挿する場合 
 表 4.2 の値から𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10に対する水吸収線量校正定数の近似曲線を求め，水吸収線量校
正定数を決定する．表 4.2 の例では，近似曲線は 

𝑁𝑁D,w,Q = 37.600 + 38.466�𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10� − 34.318(𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10)2 
となる．測定対象の高エネルギー光子線の𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10の値が 0.73 の場合は，水吸収線量校
正定数𝑁𝑁D,w,Q = 47.39 mGy nC-1 となる． 
 
②直線近似で内挿する場合 
 校正点が 2 点または 3 点しか与えられない場合は直線近似で内挿を行う．例の場合，
6 MV から 15 MV の高エネルギー光子線水吸収線量校正定数について直線近似を求める
と， 

𝑁𝑁D,w,Q = 55.265− 10.829�𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10� 
となる．測定対象の高エネルギー光子線の𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10の値が 0.73 の場合は，𝑁𝑁D,w,Q = 47.36 
mGy nC-1 となる． 
 
③線質変換係数を用いて外挿する場合 
 校正点が 1 点しか与えられない場合，または測定対象の高エネルギー光子線の𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10
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4.5. 水吸収線量の決定 
 ユーザーの施設における高エネルギー光子線の線質Qにおける校正深 𝑑𝑑cでの水吸収線量
𝐷𝐷w,Q(𝑑𝑑c)は次式によって与えられる． 

𝐷𝐷w,Q(𝑑𝑑c) = 𝑀𝑀Q𝑁𝑁D,w,Q (4.5) 
ここで，𝑀𝑀Q は表 4.1 の基準条件にしたがって，校正深𝑑𝑑cに置かれた電離箱線量計の指示値
である．𝑀𝑀Qには温度気圧補正係数𝑘𝑘TP，イオン再結合補正係数𝑘𝑘s，極性効果補正係数𝑘𝑘pol，
電位計校正定数𝑘𝑘elecが含まれている． 
 
4.6. 線量最大深と基準深の水吸収線量 
 この手続きは標準計測法 12 第 3 章の「3.4.3 線量最大深と基準深の水吸収線量」と同じ
である 3)．線量最大深と基準深における水吸収線量𝐷𝐷(𝑑𝑑max,𝐴𝐴)と𝐷𝐷(𝑑𝑑r,𝐴𝐴)は，SSD セットア
ップでは𝑇𝑇𝐷𝐷𝐷𝐷，SAD セットアップでは𝑇𝑇𝑀𝑀𝑅𝑅または𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅から次式で求める． 

𝐷𝐷(𝑑𝑑max,𝐴𝐴0) = 100
𝐷𝐷w,Q(𝑑𝑑c,𝐴𝐴0)
𝑇𝑇𝐷𝐷𝐷𝐷(𝑑𝑑c,𝐴𝐴0)

(4.6) 

𝐷𝐷(𝑑𝑑max,𝐴𝐴) =
𝐷𝐷w,Q(𝑑𝑑c,𝐴𝐴)
𝑇𝑇𝑀𝑀𝑅𝑅(𝑑𝑑c,𝐴𝐴)

(4.7) 

𝐷𝐷(𝑑𝑑r,𝐴𝐴) =
𝐷𝐷w,Q(𝑑𝑑c,𝐴𝐴)
𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅(𝑑𝑑c,𝐴𝐴)

(4.8) 

 
4.7. 基準条件における水吸収線量の不確かさ 

高エネルギー光子線の水吸収線量計測における不確かさの見積りを表 4.3 に示す．リファ

の値が校正証明書に記載された𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10の範囲外の場合は，線質変換係数を用いて外挿
する． 
 校正証明書に記載された 6 MV の高エネルギー光子線における水吸収線量校正定数か
ら，測定対象の 4 MV の高エネルギー光子線（𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10 = 0.62）における水吸収線量校
正定数を求める場合を例として考える．標準計測法 12 の表 3.3 から高エネルギー光子
線に対する電離箱の線質変換係数を読み取ったとき，𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10 = 0.685における電離箱の
線質変換係数の値が𝑘𝑘QSDL = 0.993，測定対象の 4 MV 高エネルギー光子線の線質変換係
数の値が𝑘𝑘Q = 0.999であった場合， 

𝑁𝑁D,w,Q = 𝑁𝑁D,w,QSDL
𝑘𝑘Q
𝑘𝑘QSDL

= 47.82 mGy nC−1  
0.999
0.993

= 48.11 mGy nC−1 

となり，水吸収線量校正定数の値は 48.11 mGy nC-1 となる． 
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レンス電離箱の校正不確かさについては，相対標準不確かさ 0.5 %とした． 
水吸収線量校正定数の内挿による不確かさは相対標準不確かさ 0.3 %とした．この不確か

さの検討の詳細は付録 A. 13 に示す．この不確かさには線質指標による近似の不確かさの
他，線質指標による水吸収線量校正定数の推定の不確かさも含まれる 12), 13)．𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10の値
が一致する場合に，校正証明書に記載された水吸収線量校正定数をそのまま用いた際の影
響も相対標準不確かさ 0.3 %の範囲内に収まる． 

図 4.1 に表 4.2 の校正結果の例について(a)二次曲線近似および(b)直線近似，(c)線質変換
係数を用いた外挿を行った結果を示す．比較のため，(b)直線近似は 6, 10, 15 MV の高エネ
ルギー光子線水吸収線量校正定数のみが与えられた場合を想定した．(c)線質変換係数を用
いた外挿は 6 MV の校正結果を用いて外挿を行った場合を想定した．図から𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10の値が
0.65 から 0.8 付近までは大きな差が見られないことが分かるが，4 MV 高エネルギー光子線
の線質である𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10 = 0.62付近となると，直線近似の外挿が最も正確と想定される二次曲
線の値から 0.3 %以上乖離することが分かる．一方で，線質変換係数を用いた外挿では，二

 
図 4.1 高エネルギー光子線水吸収線量校正定数の例 

実線が(a)曲線近似，破線が(b)直線近似，点線が(c) 線質変換係数による外挿を示す．
線質変換係数による外挿は 6 MV の水吸収線量校正定数を基準としている． 
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次曲線に対する乖離は 0.2 %以内に収まる．このことから，外挿の不確かさについても，相
対標準不確かさ 0.3 %とした．この不確かさは0.6 < 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10<0.78 の範囲の高エネルギー
光子線を想定したものであり，この範囲を超える外挿を行う場合は外挿による不確かさが
大きくなるため，注意が必要である． 

以上から，測定対象の高エネルギー光子線の𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10が0.6 < 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10<0.78 の範囲内に収
まる場合，水吸収線量校正𝐷𝐷w,Qの相対標準不確かさは 0.96 %と見積もられる． 
 
表 4.3  高エネルギー光子線で校正されたリファレンス線量計による高エネルギー光子線の

校正深における水吸収線量𝐷𝐷w,Q計測値の相対標準不確かさの見積もり 
物理量または手順 相対標準不確かさ / % 

水吸収線量校正定数 𝑁𝑁D,w,QSDL 0.5 
リファレンス線量計の長期安定性 0.2 
基準条件の設定 0.4 
モニタ設定値に対する指示値 𝑀𝑀raw 0.4 
補正係数 𝑘𝑘𝑖𝑖 0.4 
水吸収線量校正定数の内挿あるいは外挿 0.3 
𝐷𝐷w,Qの相対合成標準不確かさ 0.96 
相対拡張不確かさ(𝑘𝑘 = 2) 1.9 

 
  



16 
 

5. 高エネルギー電子線の水吸収線量計測法 
本章では，高エネルギー電子線水吸収線量標準によって校正された電離箱線量計を用い

た基準条件における校正深での電子線による水吸収線量計測法について述べる．なお，本章
における電子線とは，医療用加速器において散乱箔により平坦化された公称エネルギーが 4 
MeV から 22 MeV までの電子線を指す． 
 
5.1. 電離箱線量計 

高エネルギー電子線の計測には円筒形電離箱または十分な保護電極の幅 1を持った平行
平板形電離箱を用いることができる 6)． 

電離箱は標準機関によって高エネルギー電子線水吸収線量校正定数が与えられたリファ
レンスクラスの電離箱を用いる．あるいは，標準機関による校正を受けた電離箱を介して相
互校正された平行平板形電離箱を用いることもできる．なお，円筒形電離箱については校正
定数が与えられている𝑅𝑅50の範囲内でしか用いることができないので，注意が必要である． 

円筒形電離箱の場合，標準計測法 12 とは異なり，高エネルギー電子線の水吸収線量計測
においても高エネルギー光子線の場合と同様に，円筒形電離箱の電離空洞の幾何学的中心
が校正深に一致するように設置する． 
 
5.2. 高エネルギー電子線の線質指標 

高エネルギー電子線の線質を表示する線質指標には標準計測法 12 と同じく，線量半価深
𝑅𝑅50（単位：g cm-2）を用いる．決定方法については標準計測法 12 第 4 章の「4.3 線質の決
定」を参照すること 3)． 
 
5.3. 基準条件 
 高エネルギー電子線の水吸収線量計測の基準条件を表 5.1 に示す．一般に出力係数の基準
となるファントム表面における照射野 10 cm × 10 cm を基準照射野とする．もし，施設に
よって他の照射野を出力係数の基準としている場合はその照射野を基準照射野とする． 
校正深𝑑𝑑cの決定は，標準計測法 12 と同様に𝑅𝑅50から次式で決定する 3)． 

𝑑𝑑c = 0.6𝑅𝑅50 − 0.1 g cm−2 (5.1) 
  

 
1 電離空洞の厚さが 2 mm 以内であり，保護電極の幅が電離空洞の厚さの 1.5 倍以上ある
こと． 
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表 5.1 電子線の水吸収線量計測の基準条件 
項目 基準値または基準特性 

ファントム材質 水 

水温 
基準温度：22 ℃ 
測定条件：22 ℃ ± 4 ℃の範囲内 

電離箱 円筒形（校正点が与えられている𝑅𝑅50の範囲内） 
 平行平板形 
校正深 𝑑𝑑c = 0.6𝑅𝑅50 − 0.1 g cm−2  
電離箱の基準点 円筒形：電離空洞の幾何学的中心 a 
 平行平板形：電離空洞内前面の中心 
SSD 100 cm 
照射野 10 cm × 10 cm b 

a 電離箱壁および空洞，中心電極による変位は考慮しない 
b または出力係数の基準とする照射野 
 
5.4. 水吸収線量校正定数の決定 

高エネルギー電子線水吸収線量標準に基づく放射線治療用電離箱の校正結果の例を表5.2
および表 5.3 に示す．高エネルギー電子線の場合，標準機関の高エネルギー電子線の線質毎
の水吸収線量校正定数が与えられる．ユーザーはこの表から測定対象の高エネルギー電子
線の線質Qにおける水吸収線量校正定数𝑁𝑁D,w,Qの値を次に述べる方法によって求め，水吸収
線量計測に用いる． 
 
5.4.1. 曲線近似による内挿で水吸収線量校正定数を求める方法 
 校正証明書に水吸収線量校正定数が 4 点以上与えられている場合，𝑅𝑅50について水吸収線
量校正定数の曲線近似を行い，内挿することで測定対象の線質における水吸収線量校正定
数を求める．曲線の関数は円筒形電離箱と平行平板形電離箱について，それぞれ次の式が提
案されている 14)． 

𝑁𝑁D,w,Q = 𝑎𝑎 + 𝑏𝑏(𝑅𝑅50)𝑐𝑐：円筒形電離箱 (5.2) 

𝑁𝑁D,w,Q = 𝑎𝑎 + 𝑏𝑏 exp �−
𝑅𝑅50
𝑐𝑐
�：平行平板形電離箱 (5.3) 

ここで，𝑎𝑎および𝑏𝑏，𝑐𝑐は近似曲線の係数である．各係数の値は校正証明書の添付資料として

標準機関より提供される 2．得られた曲線に測定対象の高エネルギー電子線の𝑅𝑅50の値を代

 
2 標準機関では直交距離回帰を用いて近似曲線を導出する． 
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入し，測定対象の高エネルギー電子線における水吸収線量校正定数𝑁𝑁D,w,Qを求める．ユーザ
ーは提供された係数を用いて，校正定数が正しく求められることを確認してから用いるこ
と．なお，校正証明書に記載された𝑅𝑅50の値に対して，測定対象の高エネルギー電子線の𝑅𝑅50
の値が±0.04 g cm-2 の範囲内で一致している場合は，校正証明書に記載された水吸収線量
校正定数をそのまま用いても大きな影響はない．校正点が 4 点以上与えられた場合に限り，
式(5.2)または式(5.3)を用いて外挿することで，校正範囲よりも高エネルギー側の水吸収線
量校正定数を求めることができる． 

校正点が 2 点または 3 点しか無い場合は，与えられた校正定数を𝑅𝑅50について内挿するこ
とで，自施設の高エネルギー電子線の線質の𝑁𝑁D,w,Qを導出することができる． 
 
5.4.2. 媒介線質を用いた外挿によって水吸収線量校正定数を求める方法 
 平行平板形電離箱に限り，媒介線質を基準とした線質変換係数を介して，校正証明書に記
載された𝑅𝑅50の範囲外に水吸収線量校正定数の外挿を行うことができる．外挿を行う場合は，
はじめに媒介線質Qint（𝑅𝑅50 = 7.5 gcm-2）における水吸収線量校正定数𝑁𝑁D,w,Qintを求め，これ
に媒介線質を基準線質とした線質変換係数𝑘𝑘Q,Qintを乗じて，線質Qにおける水吸収線量校正
定数𝑁𝑁D,w,Qを求める．なお，𝑁𝑁D,w,Qintの値については，次の式にもとづいて決定された値が校
正証明書の添付資料として標準機関より提供される． 

𝑁𝑁D,w,Qint = 𝑁𝑁D,w,QSDL
1

𝑘𝑘QSDL,Qint
 (5.4) 

ここで，𝑁𝑁D,w,QSDLは校正証明書に記載された線質QSDLにおける水吸収線量校正定数であり，
𝑘𝑘QSDL,Qintは媒介線質を基準とした線質QSDLにおける線質変換係数である． 
𝑁𝑁D,w,Qintに測定対象の線質Qにおける線質変換係数𝑘𝑘Q,Qintを乗じ，線質Qにおける水吸収線

量校正定数を𝑁𝑁D,w,Q求める． 

𝑁𝑁D,w,Q = 𝑁𝑁D,w,Qint𝑘𝑘Q,Qint = 𝑁𝑁D,w,QSDL
𝑘𝑘Q,Qint
𝑘𝑘QSDL,Qint

 (5.5) 

𝑘𝑘Q,Qintおよび𝑘𝑘QSDL,Qintは全ての平行平板形電離箱において，次の線量半価深𝑅𝑅50の関数で
求めることができる 15)． 

𝑘𝑘Q,Qint =
(𝐿𝐿� 𝜌𝜌⁄ )w,air,Q

(𝐿𝐿� 𝜌𝜌⁄ )w,air,Qint
=

1.2534− 0.1487(𝑅𝑅50)0.2144

1.0244
= 1.2236− 0.1452(𝑅𝑅50)0.2144 (5.6) 

ここで，𝑅𝑅50は対象の線質QまたはQSDLにおける線量半価深の値（単位：g cm-2）である 3． 

 
3 標準計測法 12 において，一部の平行平板形電離箱をのぞき，𝑘𝑘Q,Qintは阻止能比によって
のみ決定されている． 
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高エネルギー電子線水吸収線量校正定数の決定の例 
 標準機関に高エネルギー電子線水吸収線量の校正を依頼すると，下記の表 5.2 および
表 5.3 の例のように，校正を行った高エネルギー電子線の線質指標𝑅𝑅50および水吸収線
量校正定数の表が校正証明書に記載される．ユーザーはこの表から自施設の線質Qにお
ける水吸収線量校正定数を求めて測定に用いる． 
 

表 5.2 円筒形電離箱の校正結果の例 

公称エネルギー 
線質指標 

𝑅𝑅50 
(g/cm2) 

校正深 
𝑑𝑑c 

(g/cm2) 

水吸収線量校正定数 
(mGy/nC) 

相対拡張 
不確かさ 

(%) 
9 MeV 3.63 2.08 44.67 1.2 

12 MeV 4.83 2.80 44.27 1.2 

15 MeV 6.07 3.54 44.02 1.2 

18 MeV 7.22 4.23 43.77 1.2 

相対拡張不確かさの包含係数は𝑘𝑘 = 2であり，約 95 %の信頼の水準に相当する．なお，
この値は参考値であり，実際の計測には用いてはならない． 
 
①近似曲線で内挿する場合 
 表 5.2 に対して直交距離回帰によって近似曲線を求めた結果の一例を示す． 

𝑁𝑁D,w,Q = 182.50− 136.19(𝑅𝑅50)9.3122×10−3  
測定対象が𝑅𝑅50 = 4.8 g cm-2 の 12 MeV の高エネルギー電子線の場合，水吸収線量校正
定数𝑁𝑁D,w,Qは 44.30 mGy nC-1 となる． 
 
②直線近似で内挿する場合 
 校正点の数が 2 点または 3 点の場合，直線近似による内挿で水吸収線量校正定数を求
める．表 5.2 の 12 MeV から 18 MeV の結果に対して直線近似を求めると， 

𝑁𝑁D,w,Q = 45.283− 0.20911(𝑅𝑅50) 
となる．𝑅𝑅50 = 6.2 g cm-2 の 15 MeV 高エネルギー電子線の場合，水吸収線量校正定数
𝑁𝑁D,w,Qは 43.99 mGy nC-1 となる． 
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5.5. 水吸収線量の決定 
 線質Qの電子線に対する水吸収線量𝐷𝐷w,Q(𝑑𝑑c ,𝐴𝐴0)は次の式で求められる． 

𝐷𝐷w,Q(𝑑𝑑c ,𝐴𝐴0) = 𝑀𝑀Q𝑁𝑁D,w,Q (5.7) 
ここで，𝑀𝑀Q は表 5.1 の基準条件にしたがって，校正深𝑑𝑑cに置かれた電離箱線量計の指示値
である．𝑀𝑀Qには温度気圧補正係数𝑘𝑘TP，イオン再結合補正係数𝑘𝑘s，極性効果補正係数𝑘𝑘pol，
電位計校正定数𝑘𝑘elecが含まれている．𝑁𝑁D,w,Qは 5.4 で得られた線質Qにおける高エネルギー
電子線の水吸収線量校正定数である． 
 
5.6. 線量最大深の水吸収線量 

③平行平板形電離箱の場合に線質変換係数を用いて外挿する場合 
 平行平板形電離箱では，校正結果を低エネルギー側に外挿して水吸収線量校正定数を
決定する事ができる．下の表に平行平板形電離箱の校正結果の例を示す． 
 

表 5.3 平行平板形電離箱の校正結果の例 

公称エネルギー 
線質指標 

𝑅𝑅50 
(g/cm2) 

校正深 
(g/cm2) 

水吸収線量校正定数 
(mGy/nC) 

相対拡張 
不確かさ 

(%) 
9 MeV 3.63 2.08 79.63 1.2 

12 MeV 4.83 2.80 78.73 1.2 

15 MeV 6.07 3.54 78.05 1.2 

18 MeV 7.22 4.23 77.33 1.2 

相対拡張不確かさの包含係数は𝑘𝑘 = 2であり，約 95 %の信頼の水準に相当する．なお，
この値は参考値であり，実際の計測には用いてはならない． 
 
表の例の場合，最も低いエネルギーの 9 MeV の高エネルギー電子線の水吸収線量校正
定数を用いて，媒介線質Qintにおける水吸収線量校正定数𝑁𝑁D,w,Qintを求める．𝑅𝑅50 = 3.63 
g cm-2 における𝑘𝑘QSDL,Qintの値は式(5.6)より，𝑘𝑘QSDL,Qint = 1.0322となるので，𝑁𝑁D,w,Qintは， 

𝑁𝑁D,w,Qint = 𝑁𝑁D,w,QSDL
1

𝑘𝑘QSDL,Qint
= 79.63 

1
1.0322

= 77.15 mGy nC−1 

となる．測定対象の線質Qが𝑅𝑅50 = 2.3 g cm-2 の 6 MeV 高エネルギー電子線の場合，
𝑘𝑘Q,Qint = 1.0500となるので，線質Qにおける水吸収線量校正定数は， 

𝑁𝑁D,w,Q = 𝑁𝑁D,w,Qint𝑘𝑘Q,Qint = 77.15 mGy nC−1 × 1.05 = 81.01 mGy nC−1 
となる． 
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 電子線では一般に線量最大深を基準とする．この手続きは標準計測法 12 の 4.4.3 と同様
である 3)．校正深水吸収線量𝐷𝐷w,Q(𝑑𝑑c ,𝐴𝐴0)から線量最大深水吸収線量𝐷𝐷w,Q(𝑑𝑑max ,𝐴𝐴0)は，深部
量百分率𝑇𝑇𝐷𝐷𝐷𝐷(𝑑𝑑c ,𝐴𝐴0)を用いて次式で計算する． 

𝐷𝐷w,Q(𝑑𝑑max ,𝐴𝐴0) = 100 ×
𝐷𝐷w,Q(𝑑𝑑c ,𝐴𝐴0)
𝑇𝑇𝐷𝐷𝐷𝐷(𝑑𝑑c ,𝐴𝐴0)

(5.8) 

なお，深部量百分率の測定方法は標準計測法 12 の付録 14 に示されている． 
 
5.7. 基準条件における水吸収線量の不確かさ 
 高エネルギー電子線の水吸収線量計測における不確かさの見積りを表 5.4 に示す．リファ
レンス線量計の校正不確かさについては，相対標準不確かさ 0.6 %と仮定した 3)． 

図 5.1 および図 5.2 に円筒形電離箱および平行平板形電離箱の校正結果の例について(a)
曲線近似および(b)直線近似，(c)線質変換係数を用いた外挿を行った結果を示す．比較のた
め，(b)直線近似は 12, 15, 18 MeV の高エネルギー電子線水吸収線量校正定数のみが与えら
れた場合を想定した．(c)線質変換係数を用いた外挿については，相互校正で媒介線質にお
ける水吸収線量校正定数𝑁𝑁D,w,Qintが与えられる場合を想定し，18 MeV の校正結果を用いて
外挿を行った場合を想定した． 

円筒形電離箱の場合，低エネルギー側において(a)曲線近似と(b)直線近似および(c)線質
変換係数を用いた外挿との間に大きな乖離があることが分かる．これは，電離箱の基準点が
電離空洞幾何学的中心へと変更されたことにより，標準計測法 12 では半径変位法によって
補正されていた，電離空洞による測定の実効点の変位の影響が現れているためである．した
がって，円筒形電離箱については，校正証明書に記載された線質の範囲外へ校正定数を外挿
して用いるべきでない．平行平板形電離箱の場合，十分な保護電極幅を持った平行平板形電
離箱であれば擾乱の影響が最小限に抑えられるため，(a)曲線近似と(c) 線質変換係数を用
いた外挿によって得られる水吸収線量校正定数の値は外挿となる範囲でも良好な一致を示
すことから，線質変換係数を用いた外挿によって実際の校正によって得られる水吸収線量
校正定数をよく再現できる事が分かる． 
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図 5.1 円筒形電離箱の水吸収線量校正定数の内挿および外挿の例 

横軸は線質指標𝑅𝑅50，縦軸は水吸収線量校正定数を示す．実線が(a)曲線近似による内挿，
破線が(b)直線近似による内挿，点線が(c)線質変換係数を用いた外挿を示す．外挿は 18 
MeV の高エネルギー電子線水吸収線量校正定数の校正結果を基準に，標準計測法 12 に記
載された媒介線質を基準とした線質変換係数𝑘𝑘Q,Qintを用いて行った．高エネルギー電子線
水吸収線量標準に基づいた円筒形電離箱の校正では，変位補正を実施しないため，低エネ
ルギー領域（𝑅𝑅50 < 4.0 g cm-2）において，外挿によって水吸収線量校正定数を求めた場合
と曲線近似による内挿によって水吸収線量校正定数を求めた場合とで，結果に乖離が生じ
る． 
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図 5.2 平行平板形電離箱の水吸収線量校正定数の内挿および外挿の例 

横軸は線質指標𝑅𝑅50，縦軸は水吸収線量校正定数を示す．実線が(a)曲線近似による内挿，破
線が(b)直線近似による内挿，点線が(c)線質変換係数を用いた外挿を示す．外挿は 18MeV
の高エネルギー電子線水吸収線量校正定数の校正結果を基準に，媒介線質Qintを基準とした
線質変換係数𝑘𝑘Q,Qintを式(5.6)から求めて行った． 
 

以上から，水吸収線量校正定数の内挿による不確かさは相対標準不確かさ 0.1 %とした．
校正証明書で与えられた𝑅𝑅50の範囲外において，媒介線質を基準とした線質変換係数𝑘𝑘Q,Qint

を用いて外挿を行う場合の不確かさは，標準計測法 12 の線質変換係数の不確かさから相対
標準不確かさ 0.6 %と見積もった．ただし，図 5.1 および図 5.2 から明らかなように，この
不確かさは標準計測法 12 で想定される𝑅𝑅50の範囲全域で外挿を行った場合の不確かさであ
り，例のように 18 MeV の校正結果から 9 MeV の校正結果を外挿で求めた場合の乖離は平
行平板形電離箱のケースで 0.2 %未満である． 

最終的に，校正証明書に記載された高エネルギー電子線の水吸収線量校正定数から内挿
によって水吸収線量校正定数を求めた場合，𝐷𝐷w,Qの相対標準不確かさは 0.97 %と見積もら
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れる．線質変換係数を用いて水吸収線量校正定数を外挿した場合は，線質変換係数の不確か
さの影響を最大に見積もった場合でも，𝐷𝐷w,Qの相対標準不確かさは 1.2 %となる． 
 
表 5.4 高エネルギー電子線の水吸収線量計測の不確かさ 

物理量または手順 
相対標準不確かさ / % 

内挿の場合 外挿の場合 
水吸収線量校正定数  0.6 
長期安定性 0.3 
基準条件の設定 0.4 
電荷測定 𝑀𝑀raw 0.4 
補正係数 𝑘𝑘𝑖𝑖 0.4 
線質変換係数 𝑘𝑘Q,Qint – 0.6 
水吸収線量校正定数の内挿 0.1 – 
𝐷𝐷w,Qの相対合成標準不確かさ 0.97 1.2 
相対拡張不確かさ(𝑘𝑘 = 2)) 2.0 2.3 
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6. フィールド線量計の相互校正 
 本章では，標準機関によって高エネルギー光子線および高エネルギー電子線水吸収線量
校正定数が与えられたファーマ形電離箱をリファレンス線量計として，ユーザーの円筒形
電離箱または平行平板形電離箱を校正する方法について述べる．相互校正では，基準照射野
（𝐴𝐴, 𝐴𝐴0），水中の校正深𝑑𝑑cでの水吸収線量𝐷𝐷w,Q(𝑑𝑑c ,𝐴𝐴0)をリファレンス線量計で決定し，そ
こに校正対象となるフィールド線量計を設置してその出力を測定することで，フィールド
線量計の水吸収線量校正定数を決定する． 
 
6.1. リファレンス線量計とフィールド線量計 
 リファレンス線量計については 3.1 および 4.1，5.1 の記述にしたがい，高エネルギー光
子線および電子線の計測に適した電離箱および電位計を用いること． 
 フィールド線量計とは相互校正において校正対象となる線量計のことである．フィール
ド線量計に用いる電離箱はリファレンス線量計の性能要件に準じた円筒形電離箱または平
行平板形電離箱を用いることが望ましい．分離校正として電離箱単体を校正する場合は，リ
ファレンス線量計の電位計にフィールド線量計の電離箱を接続して校正を行う．一体校正
としてフィールド線量計とする電離箱と電位計の校正を行う場合は，リファレンス線量計
の要件に準じた電位計を用いることが望ましい． 
 
6.2. 相互校正の方法 
 高エネルギー光子線(表 4.1)または電子線(表 5.1)の基準条件にリファレンス線量計と校
正されるフィールド線量計を水中の校正深𝑑𝑑cに交互に設置して比較測定を行う．なお，高エ
ネルギー電子線の場合において，媒介線質における水吸収線量校正定数𝑁𝑁D,w,Qint

field を求める場
合は，施設の最大のエネルギーの高エネルギー電子線において相互校正を実施すること．こ
れはファーマ形電離箱の空洞の影響𝑇𝑇cavを抑えるためであり，𝑅𝑅50 = 7.0 g cm-2 以上が強く
推奨される． 
 線質Qcrossで校正されたフィールド線量計の水吸収線量校正定数𝑁𝑁D,w,𝑄𝑄cross

field は次式で与え
られる． 

𝑁𝑁D,w,Qcross
field =

𝐷𝐷w,Qcross(𝑑𝑑c,𝐴𝐴0)
𝑀𝑀Qcross
field =

𝑁𝑁D,w,Qcross
ref 𝑀𝑀�Qcross

ref 𝑘𝑘rnref

𝑀𝑀Qcross
field 𝑘𝑘rnfield

(6.1) 

ここで，𝑀𝑀�Qcross
ref および𝑀𝑀Qcross

field はそれぞれリファレンス線量計およびフィールド線量計の指示
値であり，温度気圧補正係数𝑘𝑘TP，イオン再結合補正係数𝑘𝑘s，極性効果補正係数𝑘𝑘pol，電位計
校正定数𝑘𝑘elecが含まれている．𝑘𝑘rnrefおよび𝑘𝑘rnfieldはそれぞれリファレンス線量計およびフィー
ルド線量計の動径方向不均一補正 4である．動径方向不均一補正とは，ビーム軸の動径方向
の線量分布について，線量計の有感領域の平均線量をビーム軸上の基準点の線量に補正す

 
4 電離箱の有感体積に着目して体積平均効果補正係数とも呼ぶ． 
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るものである．線質Qcrossにおける𝑁𝑁D,w,Qcross
ref の値は 4.4 または 5.4 に記述された高エネルギ

ー光子線および高エネルギー電子線の水吸収線量校正定数の決定方法にしたがって求める． 
 相互校正中の放射線発生装置の変動の影響を排除するため，フィールド線量計の測定の
前後にリファレンス線量計の測定を行い，その平均値を𝑀𝑀�Qcross

ref とする． 

𝑀𝑀�Qcross
ref =

𝑀𝑀before,Qcross
ref +𝑀𝑀after,Qcross

ref

2
(6.2) 

フィールド線量計測定の前後のリファレンス線量計の指示値の変動が 0.2 %を超える場合
は再測定を行うことが望ましい． 
 放射線発生装置の出力や温度気圧の変動の影響をより確実に排除する方法として，標準
計測法 12 で推奨されている外部モニタ電離箱を用いる方法も有効である．外部モニタ電離
箱を用いる場合は，外部モニタ電離箱としてファーマ形電離箱を用意し，必ず電離箱と同程
度の深さに外部モニタ電離箱を設置すること．測定対象の電離箱壁と外部モニタ電離箱の
電離箱壁との間隔を 2.5 cm 以上とること．測定中，外部モニタ電離箱の位置が動かないよ
うにすること．外部モニタ電離箱を用いる場合は，それぞれの電離箱の指示値𝑀𝑀Qcross

field および

𝑀𝑀before,Qcross
ref ，𝑀𝑀after,Qcross

ref と外部モニタ電離箱の指示値𝑀𝑀Qcross
exm  の比を式(6.1)および式(6.2)

におけるリファレンス線量計およびフィールド線量計の指示値とすること．すなわち， 
𝑀𝑀Qcross
field ⇒ 𝑀𝑀Qcross

field 𝑀𝑀Qcross
exm�   

𝑀𝑀before,Qcross
ref ⇒ 𝑀𝑀before,Qcross

ref 𝑀𝑀Qcross
exm�   

𝑀𝑀after,Qcross
ref ⇒ 𝑀𝑀after,Qcross

ref 𝑀𝑀Qcross
exm�   

となる．なお，外部モニタ電離箱の表示値に対して温度気圧補正やイオン再結合補正，極性
効果補正，電位計校正定数などの各種補正は不要である．また，外部モニタ電離箱を用いる
場合，外部モニタ電離箱に対する各線量計の指示値の比において，温度気圧補正係数は相殺
されるため，各線量計の表示値に対しても温度気圧補正を行う必要は無い． 
 𝑘𝑘rnrefおよび𝑘𝑘rnfieldは，校正深において動径方向に平坦な線量分布を持つ高エネルギー光子線
または電子線で相互校正を行う場合は 1 とすることができる．ファーマ形電離箱間の相互
校正の場合など，リファレンス線量計とフィールド線量計の有感領域の形状が近い場合は，
線量分布が平坦でなくても𝑘𝑘rnref = 𝑘𝑘rnfieldとして，この補正を無視することができる．ファーマ
形電離箱の有感領域内における軸外線量比𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅の変化が 0.5 %を超えるような，動径方向に
不均一な線量分布を持つ高エネルギー光子線または電子線において，ファーマ形電離箱と
ピンポイント電離箱など，空洞の形状が大きく異なる電離箱との間で相互校正を行う場合
は，それぞれ𝑘𝑘rnrefおよび𝑘𝑘rnfieldの評価が必要となる．  

円筒形電離箱の場合は，電離箱長軸の軸外線量比𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅の平均から，次の式で円筒形電離箱
の動径方向不均一補正𝑘𝑘rn

cyl を導出する． 

𝑘𝑘rn
cyl =

𝐿𝐿

∫ 𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅(𝑥𝑥)d𝑥𝑥𝐿𝐿 2⁄
−𝐿𝐿 2⁄

(6.3) 
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ここで，𝐿𝐿は電離箱の長軸方向の長さであり，𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅(𝑥𝑥)はビーム軸から𝑥𝑥の位置における軸外
線量比である． 
 平行平板形電離箱の場合は，平行平板形電離箱の有感領域の 𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅の平均から次の式で平
行平板形電離箱の動径方向不均一補正𝑘𝑘rn

para を求める． 

𝑘𝑘rn
para =

𝜋𝜋𝑅𝑅2

∫ 𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅(𝑟𝑟)2𝜋𝜋𝑟𝑟d𝑟𝑟𝑅𝑅
0

(6.4) 

ここで𝑅𝑅は平行平板形電離箱の有感領域の半径である． 
 
6.3. 高エネルギー電子線の媒介線質における水吸収線量校正定数の導出 
 平行平板形電離箱の場合，高エネルギー電子線の媒介線質Qint(𝑅𝑅50 = 7.5 g cm-2)における
水吸収線量校正定数𝑁𝑁D,w,Qint

field を導出しておくことで，6 MeV 以下の高エネルギー電子線の水
吸収線量計測にフィールド線量計を用いることができる．𝑁𝑁D,w,Qint

field は次の式で導出する． 

𝑁𝑁D,w,Qint
field =

𝑁𝑁D,w,Qcross
field

𝑘𝑘Qcross,Qint
field (6.5) 

ここで，𝑘𝑘Qcross,Qint
field はフィールド線量計の媒介線質Qintに対する線質Qcrossの線質変換係数で

ある．𝑘𝑘Qcross,Qint
field は式(6.6)から求める 15)． 

𝑘𝑘Qcross,Qint
field =

(𝐿𝐿� 𝜌𝜌⁄ )w,air,Q

(𝐿𝐿� 𝜌𝜌⁄ )w,air,Qint
=

1.2534− 0.1487(𝑅𝑅50)0.2144

1.0244
= 1.2236− 0.1452(𝑅𝑅50)0.2144 (6.6) 

ここで，𝑅𝑅50はQcrossにおける線量半価深の値である．なお，この式は式(5.6)で述べた𝑘𝑘Q,Qint

の式と同じものである． 
 
6.4. 相互校正されたフィールド線量計による水吸収線量計測 
 相互校正されたフィールド線量計においても，高エネルギー光子線および高エネルギー
電子線の水吸収線量計測の手順はそれぞれ「4 高エネルギー光子線の水吸収線量計測法」お
よび「5 高エネルギー電子線の水吸収線量計測法」と同様である． 
 
6.5. 相互校正されたフィールド線量計によって計測された基準点の水吸収線量の不確か

さ 
 相互校正されたフィールド線量計を用いて水吸収線量計測を行う場合，相互校正に伴う
測定の不確かさを水吸収線量の不確かさに考慮する必要がある．標準機関相当の測定能力
を有する施設と一般的な治療施設における不確かさの見積もり例を表 6.1 に示す．一般的な
治療施設の不確かさは，国内の施設の状況などを元に，保守的に見積もった値である．不確
かさの検討の詳細は付録 A に示す． 

相互校正を実施してフィールド線量計の水吸収線量校正定数を決定し，水吸収線量計測
に用いる場合は，表 6.1 の内容を参考に施設毎にフィールド線量計の水吸収線量校正定数の
不確かさを評価しておくことが望ましい． 
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高エネルギー電子線におけるフィールド線量計の相互校正において，媒介線質Qintにおけ
る水吸収線量校正定数𝑁𝑁D,w,Qint

field を導出するが，この手順で発生する不確かさは，その後の高
エネルギー電子線の水吸収線量計測の手順においてキャンセルされるため，不確かさとし
て考慮しなくて良い． 
 

表 6.1 相互校正の不確かさ. （光子線の場合/電子線の場合） 

物理量または手順 
相対標準不確かさ / % 
標準機関 一般施設 a 

リファレンス電離箱の水吸収線量校正定数 𝑁𝑁D,w,Qcross
ref b 0.5 / 0.6 

リファレンス線量計の指示値 0.05 
リファレンス線量計の深さ 0.03 0.15 
フィールド線量計の測定 0.05 
フィールド線量計の深さ 0.03 0.15 
水槽の設置 0.012 0.16 
温度気圧補正係数: 𝑘𝑘TP 0.022 0.12 
イオン再結合補正係数: 𝑘𝑘s 0.034 
極性効果補正係数: 𝑘𝑘pol 0.036 
動径方向不均一補正 𝑘𝑘rnref 𝑘𝑘rnfield⁄  0.1 0.3 
ビームモニターの安定性 0.1 0.06 
リファレンス電離箱の長期安定性 0.2 
水吸収線量校正定数の内挿の不確かさ 0.1 / 0.1 0.3 / 0.1 

𝑁𝑁D,w,Qcross
field および𝑁𝑁D,w,Qint

field  の合成相対標準不確かさ 0.57 / 0.66 0.70 / 0.77 

𝑁𝑁D,w,Qcross
field および𝑁𝑁D,w,Qint

field  の相対拡張不確かさ(𝑘𝑘 = 2) 1.2 / 1.3 1.4 / 1.5 

a 国内の施設の状況から保守的に見積もった不確かさ 
b 高エネルギー光子線の場合は 0.5 %，高エネルギー電子線の場合は 0.6 %とした． 
 

相互校正されたフィールド線量計による水吸収線量計測の不確かさは高エネルギー光子
線および高エネルギー電子線の水吸収線量校正定数の不確かさを相互校正されたフィール
ド線量計の合成相対標準不確かさに置き換えることで決定することができる．標準機関相
当の測定能力を有する施設の場合，相互校正されたフィールド線量計を用いた高エネルギ
ー光子線の水吸収線量の相対標準不確かさは 1.0 %となる．高エネルギー電子線について
は，𝑁𝑁D,w,Qcross

field を用いた場合で水吸収線量の相対標準不確かさは 1.0 %，𝑁𝑁D,w,Qint
field を用いた場

合で水吸収線量の相対標準不確かさは 1.1 %となり，実質的な不確かさの影響はない．一般
的な治療施設で相互校正されたフィールド線量計の場合，高エネルギー光子線の水吸収線
量の相対標準不確かさは 1.1 %となる．高エネルギー電子線の𝑁𝑁D,w,Qcross

field および 𝑁𝑁D,w,Qint
field を

用いた場合で，水吸収線量の相対標準不確かさはそれぞれ 1.1 %および 1.2 %となり，一般
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的な治療施設でフィールド線量計の相互校正を行った場合でも不確かさの増加は 0.1 %に
とどまる． 
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7. 終わりに 
 高エネルギー光子線および電子線水吸収線量標準にもとづいて校正された放射線治療用
線量計を用いた水吸収線量計測法についてまとめた．60Co ガンマ線水吸収線量校正サービ
スの相補的な運用として，高エネルギー光子線水吸収線量校正定数から 60Co ガンマ線水吸
収線量校正定数を求めることもできる．この方法については，付録 B にまとめたので参照
するとよい． 

この線量計測法は標準計測法 12 に準拠する形でまとめたために記載していないが，FFF
高エネルギー光子線の水吸収線量計測法については英国の線量計測プロトコルにおいて，
従来の平坦化された高エネルギー光子線の水吸収線量校正定数を基準として線量計測を行
う方法がまとめられているので，緊急時には参考にすることができる 5)． 
 線量計測法は使用する側が特に意識しなくても問題なく計測を行えることが本来望まし
いが，現在の手順は基準条件や細かなユーザーの手技で結果に影響を与える要因が存在し
ている．欧米のプロトコルを十分に理解した上で，我が国の事情に適した使いやすい標準計
測法をまとめるには，ユーザーが日頃の線量計測の手順をよく理解し，どのような改善方法
が可能か気軽に議論できる環境作りが非常に重要である．この線量計測法がその端緒とな
ることを願ってまとめとする． 
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付録A フィールド線量計の相互校正における不確かさ 
 ここではフィールド線量計の相互校正における不確かさの検討について詳細を述べる．
相互校正の不確かさは同じ基準位置に設置されたリファレンス線量計およびフィールド線
量計それぞれの測定における各不確かさ要因の標準不確かさおよび感度係数を評価し，各
不確かさ要因のフィールド線量計の水吸収線量校正定数における相対標準不確かさ𝑢𝑢(𝑥𝑥𝑖𝑖) 
[%]を導出する．最後にそれぞれの相対標準不確かさ合成不確かさとしてフィールド線量計
の水吸収線量校正定数の相対標準不確かさ𝑢𝑢(𝑁𝑁D,w,Qcross

field ) を求める．なお，各不確かさ要因
の説明において特に記載の無い場合は感度係数を 1 とする． 
 
A.1 リファレンス電離箱の水吸収線量校正定数の不確かさ: 𝑢𝑢(𝑁𝑁D,w,Qcross

ref ) 
 フィールド線量計の相互校正における不確かさの最大要因はリファレンス電離箱の水吸
収線量校正定数である．2022 年 3 月現在で一次標準機関の国立研究開発法人 産業技術総
合研究所から供給される高エネルギー光子線水吸収線量校正定数の相対標準不確かさは
0.4 %であり，高エネルギー電子線の水吸収線量校正定数の相対標準不確かさは 0.5 %であ
る 16)．JCSS 校正事業者を介して校正を受ける場合は，この不確かさに 0.3 %をさらに合成
することとなるので，高エネルギー光子線および高エネルギー電子線の水吸収線量校正定
数の相対標準不確かさをそれぞれ 0.5 %および 0.6 %とした． 
 相互校正を行う線質Qcrossに対する内挿あるいは外挿に伴う不確かさについては，フィー
ルド線量計とリファレンス線量計の間で相互に相殺されるため，ここでは考慮しないこと
とした． 

 
A.2 フィールド線量計の指示値：𝑢𝑢�𝑀𝑀Qcross

field � 
 フィールド線量計の指示値の不確かさは統計不確かさ（タイプ A 不確かさ）として求め
る．𝑛𝑛回の測定で指示値が𝑀𝑀1,𝑀𝑀2,𝑀𝑀3,⋯ ,𝑀𝑀𝑛𝑛−1,𝑀𝑀𝑛𝑛 [nC]となるとき，指示値の平均値𝑀𝑀�  （単
位：nC）よび相対標準偏差（変動係数）𝜎𝜎(𝑀𝑀) （単位：%），相対標準不確かさ𝑢𝑢(𝑀𝑀) （単
位：%）はそれぞれ次のようになる． 

𝑀𝑀� =
1
𝑛𝑛
�𝑀𝑀𝑖𝑖

𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

(A. 1) 

𝜎𝜎(𝑀𝑀) =
100
𝑀𝑀�

1
𝑛𝑛 − 1

�(𝑀𝑀𝑖𝑖 −𝑀𝑀)2
𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

(A. 2) 

𝑢𝑢(𝑀𝑀) =
1
𝑛𝑛
𝜎𝜎(𝑀𝑀) (A. 3) 

なお，外部モニタ電離箱を用いる場合はそれぞれの線量計の指示値に対する外部モニタ電
離箱の指示値の比𝑀𝑀Qcross

field 𝑀𝑀Qcross
exm� の統計不確かさとなる．測定回数𝑛𝑛はそれぞれ 5 回以上，

相対標準不確かさが 0.05 %以下になっていることが確認できるまで行うことが望ましい． 
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A.3 リファレンス線量計の指示値：𝑢𝑢�𝑀𝑀 Qcross
ref � 

 電離箱の測定の不確かさはリファレンス線量計の 2 回の測定における指示値𝑀𝑀before,Qcross
ref

および𝑀𝑀after,Qcross
ref の統計不確かさとの合成となる． 

𝑢𝑢�𝑀𝑀 Qcross
ref � = �𝑢𝑢2�𝑀𝑀before,Qcross

ref �+ 𝑢𝑢2�𝑀𝑀after,Qcross
ref � (A. 4) 

なお，外部モニタ電離箱を用いる場合はそれぞれの線量計の指示値に対する外部モニタ電

離箱の指示値の比𝑀𝑀before,Qcross
ref 𝑀𝑀Qcross

exm� ，𝑀𝑀after,Qcross
ref 𝑀𝑀Qcross

exm� の統計不確かさとなる． 

フィールド線量計の場合と同じく，各測定はそれぞれ 5 回以上，相対標準不確かさが 0.05 %
以下になっていることが確認できるまで行うことが望ましい． 

 
A.4 線量計の深さ：𝑢𝑢(𝑑𝑑cref), 𝑢𝑢(𝑑𝑑cfield) 
 フィールド線量計およびリファレンス線量計の深さの不確かさは，ユーザーの手技によ
って深さを決定する際の不確かさと電離箱や水ファントムに起因する深さのばらつきが要
因として想定される．このうち，電離箱の個体差に起因する不確かさについては，そもそも
水吸収線量校正定数に含める物として考慮しない．リファレンス線量計についてはフィー
ルド線量計の測定に前後して 2 回の測定が行われるが，この時の再現性の不確かさは後で
述べるビームモニターの安定性の不確かさに含まれるのでここでは考慮しない． 
 ユーザーの手技や水ファントムによる線量計の深さについては木下らが詳細な報告を行
っている 17)．それによると，ユーザーの手技による深さ決定の標準不確かさは 0.13 mm か
ら 0.24 mm であり，ファントム固有の標準不確かさは 0.12 mm から 0.28 mm である．こ
れらを合成すると，深さの標準不確かさは 0.18 mm から 0.37 mm である． 
 フィールド線量計の水吸収線量校正定数の相対標準不確かさへの寄与を示す感度係数は，
高エネルギー光子線および電子線の校正深付近の線量勾配が相当する．高エネルギー光子
線および 18 MeV の高エネルギー電子線であれば線量勾配は概ね 0.4 % mm-1 であるので，
相対標準不確かさは 0.07 %から 0.15 %と見積もられる． 
 産業技術総合研究所では，校正専用の水平ビーム用水ファントムとして窓厚 5 mm，窓サ
イズ 11 cm×11 cm の水ファントムやゲージブロック，寸法公差を厳密に設定した固定治具
を用いることで，相対標準不確かさを 0.03 %に抑えている． 
 
A.5 水槽の設置位置：𝑢𝑢(𝑘𝑘𝐿𝐿) 
 この不確かさ要因は式(6.1)には直接示されず，特にフィールド線量計の相互校正の場合
は互いに相殺されるため無視しても良いが，作業中に変動があった場合を考慮して，不確か
さとして見積もる．設置位置の不確かさは設置方法の違いによる不確かさと垂直ビーム用
水ファントムの場合の水面のばらつき，水平ビーム用水ファントムの窓の変形による不確
かさが不確かさ要因として想定される．それぞれの基準距離の不確かさ 
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 設置方法の違いによる不確かさは，設置の基準に用いる位置決めレーザーの幅やフロン
トポインターの目盛の間隔によって決まる．位置決めレーザーの場合はレーザーの幅の半
幅を，フロントポインターの場合は最小目盛の 10 分の 1 を分解能𝑤𝑤1 （単位：mm）とし，
ばらつきの分布を±𝑤𝑤の矩形分布と仮定して，設置位置の標準不確かさは次の式で決定され
る． 

設置方法の違いによる不確かさ：
𝑤𝑤1
√3

(A. 5) 

フロントポインターの分解能が 0.1 mm の場合，標準不確かさは 0.1 mm となり，レーザー
の幅が 2 mm の場合の標準不確かさは 0.6 mm となる． 
 垂直ビーム用水ファントムの水面の変動の不確かさについては，水面管理の許容範囲が
±𝑤𝑤2 （単位：mm）の時，矩形分布を仮定して， 

水面の変動による不確かさ：
𝑤𝑤2
√3

(A. 6) 

となる．水面管理の許容範囲が±0.5 mm の時，水面の変動による標準不確かさは 0.29 mm
となる． 
 水平ビーム用水ファントムの入射窓の水圧による歪みは，木下らの報告によると窓厚さ
が 3 mm の場合に 0.3 mm，窓厚さが 5 mm の場合で 0.05 mm となる 18)．この差は，系統
的なずれとして現れるので，そのまま設置位置の不確かさとなる． 
 最終的に設置位置の合成不確かさは 0.11 mm から 0.67 mm となる．線量への寄与を示す
感度係数は点線源を仮定した場合，線量が基準距離𝐿𝐿 （単位：mm）の自乗に反比例するこ
とから， 

設置位置の感度係数 / % mm−1 = 2 ×
100
𝐿𝐿

(A. 7) 

となる．高エネルギー光子線の場合，基準距離（SCD または SSD）は通常 1000 mm であ
る．この場合，設置位置による線量の相対標準不確かさ𝑢𝑢(𝑘𝑘𝐿𝐿)は 0.03 %から 0.14 %となる． 
 高エネルギー電子線の場合はビーム発生方式が異なるので，点線源を仮定した場合の基
準距離が 1000 mm よりも短くなることが知られており，設置位置による不確かさは大きく
なる．仮に基準距離が 900 mm の場合は，相対標準不確かさは 0.04 %から 0.16 %となる． 

基準距離を評価することが難しい場合は，設置位置を±1 mm 変動させた際の電離箱指示
値の変化から感度係数を決定する． 

設置位置の感度係数 / % mm−1 =
𝑀𝑀(+1 mm)−𝑀𝑀(−1 mm)

2 mm
100

𝑀𝑀(0 mm)
(A. 8) 

ここで，𝑀𝑀(+1 mm)および 𝑀𝑀(−1 mm)，𝑀𝑀(0 mm)はそれぞれ基準距離に対して+1 mm，–

1mm，0 mm 水槽の設置位置を変動させた場合の電離箱の指示値である． 

 産業技術総合研究所では校正専用の水ファントムとして，入射窓のサイズが 11 cm×11 

cm，窓厚さを 5 mm として，入射窓の歪みを最小限に抑えるとともに，デジタルフロント
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ポインターを基準距離の測定に用いることで，水槽の設置位置による相対標準不確かさを
0.012 %に抑えている． 

 
A.6 温度気圧補正の不確かさ：𝑢𝑢(𝑘𝑘TP) 
 温度気圧補正の不確かさは短時間の測定あれば通常相殺されるため，無視しても良いが，
測定中の大気条件の変化が大きい場合を想定して不確かさに見積もる．なお，外部モニタ電
離箱を水槽内に設置して用いる場合は，外部モニタ電離箱に対する測定対象の電離箱の指
示値の比において，温度気圧補正係数は相殺されるため，温度気圧補正を行う必要は無く，
温度気圧補正による不確かさを考慮する必要もない． 
 通常，測定は基準条件の温度や大気圧の近傍で行われるため，温度測定に起因する相対標
準不確かさと気圧測定に起因する相対標準不確かさを独立して合成することで温度気圧補
正の相対標準不確かさを見積もることができる．そこで，温度気圧補正を温度補正𝑘𝑘Tおよび
気圧補正𝑘𝑘Pに分けて不確かさの検討を行う． 
 標準計測法 12 では気象測器検定合格品を温度計および気圧計に用いることを推奨して
おり 3)，その合格基準から不確かさを推定することができる 11)．温度の場合，器差の許容範
囲が±∆𝑇𝑇 （単位：℃）の場合，温度測定の標準不確かさは 

温度測定の標準不確かさ：
∆𝑇𝑇
√3

(A. 9) 

となる．電気式温度計の器差の許容範囲が±0.5 ℃であり，ガラス製温度計で一目盛の表す
量が 0.2 ℃より大きい温度計の器差の許容範囲は±0.3 ℃とされている．矩形分布を仮定
すると温度の標準不確かさは，電気式温度計とガラス製温度計でそれぞれ 0.29 ℃，0.18 ℃
となる．なお，カタログやマニュアルなどで温度測定の確度が与えられている場合は，その
値を∆𝑇𝑇として標準不確かさを求めてもよい．温度の感度係数は 100/295 = 0.34 % ℃-1 であ
るから，電気式温度計の場合の温度補正の相対標準不確かさ𝑢𝑢(𝑘𝑘T)は 0.1 %，ガラス製温度
計の場合は 0.06 %となる．標準機関では 4 線式白金測温抵抗体を用いたデジタル指示計器
付き温度計を使用するのが一般的であり，JCSS 校正済みの温度計による温度補正の相対標
準不確かさは 0.016 %となる． 
 気圧計の場合も温度計と同じく，器差の許容範囲を∆𝑇𝑇 （単位：hPa）として， 

気圧測定の標準不確かさ：
∆𝑇𝑇
√3

(A. 10) 

で気圧測定の標準不確かさを見積もることができる．気象測器検定における器差の許容範
囲は±0.7 hPa であり，標準不確かさは 0.41 hPa となる．なお，カタログやマニュアルなど
で気圧測定の確度が与えられている場合は，その値を∆𝑇𝑇としてよい．感度係数は 100/1013.3 
= 0.099 % hPa-1 であるから，気圧補正の相対標準不確かさ𝑢𝑢(𝑘𝑘P)は 0.041 %となる．標準機
関では JCSS 校正済みのデジタル圧力計を用いるのが一般的であり，気圧補正の相対標準不
確かさは 0.015 %となる． 
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 最後に温度補正の相対標準不確かさおよび気圧補正の相対標準不確かさを合成して，ユ
ーザー施設における温度気圧補正の相対標準不確かさは 0.1 %から 0.15 %となる．標準機
関の場合は JCSS 校正済みのデジタル指示計器付き温度計およびデジタル圧力計を用いる
ことで 0.022 %となる． 

 
A.7 イオン再結合補正係数：𝑢𝑢�𝑘𝑘sref�,𝑢𝑢�𝑘𝑘sfield� 
 イオン再結合補正係数の不確かさ要因としては，電圧比𝑉𝑉1 𝑉𝑉2⁄ における線量計の指示値の
比𝑀𝑀1 𝑀𝑀2⁄ の不確かさとイオン再結合補正係数の導出方法が持つ不確かさの二つの要因が想
定される．ここではイオン再結合補正係数の導出式によって導き出されるイオン再結合補
正係数を協定値として取り扱い，同一の放射線を計測して校正を行う相互校正では系統的
に生じる不確かさについては相殺されるものとして取り扱うものとする． 
 指示値の比𝑀𝑀1 𝑀𝑀2⁄ の相対標準不確かさ𝑢𝑢(𝑀𝑀1 𝑀𝑀2⁄ ) [%]は，A.2 で述べた指示値の相対標準
不確かさの計算方法を用いて，それぞれの印加電圧における指示値の相対標準不確かさを
合成することで求められる． 

𝑢𝑢(𝑀𝑀1 𝑀𝑀2⁄ ) = �𝑢𝑢2(𝑀𝑀1) + 𝑢𝑢2(𝑀𝑀2) (A. 11) 
となる．感度係数𝑐𝑐(𝑀𝑀1 𝑀𝑀2⁄ )は Weinhous と Meli のパルス放射線に対するイオン再結合補正
係数の式 19)を𝑀𝑀1 𝑀𝑀2⁄ を変数として微分し， 

𝑐𝑐(𝑀𝑀1 𝑀𝑀2⁄ ) = 𝑎𝑎1 + 2𝑎𝑎2
𝑀𝑀1

𝑀𝑀2
(A. 12) 

から求めることができる．通常，𝑀𝑀1 𝑀𝑀2⁄ は 1 近傍の値となるから，実用的には次の表 A.1 に
示した電圧比ごとの感度係数の概算値を用いて良い． 
 
表 A.1 各電圧比におけるイオン再結合補正係数の感度係数の概算 

電圧比：𝑉𝑉1 𝑉𝑉2⁄  感度係数：𝑐𝑐(𝑀𝑀1 𝑀𝑀2⁄ ) 
2.0 0.962 
2.5 0.641 
3.0 0.479 
3.5 0.384 
4.0 0.319 
5.0 0.240 

 
最終的にイオン再結合補正係数の相対標準不確かさは， 

𝑢𝑢(𝑘𝑘s) = 𝑐𝑐(𝑀𝑀1 𝑀𝑀2⁄ )𝑢𝑢(𝑀𝑀1 𝑀𝑀2⁄ ) (A. 13) 
となる．電圧比𝑉𝑉1 𝑉𝑉2⁄ = 3，各指示値の相対標準不確かさを 0.05 %とすると，イオン再結合
補正係数の相対標準不確かさは 0.034 %となる．表 A.1 から分かるように電圧比が大きいほ
ど感度係数が小さくなるため，測定の不確かさを小さくするには電圧比を大きくとること
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が有効であるが，常用電圧を超えた電圧を電離箱に印加すると電離箱領域では想定されな
い電子の収集が占める割合が次第に増加しはじめ，比例領域へと至ることになる．また，過
剰な高電圧を印加すると電離箱や電位計を破損する恐れもあり避けるべきである．逆に低
い印加電圧では電離箱領域に至らず，電荷の収集効率が悪くなるため，正確にイオン再結合
補正係数の導出式を評価することはできない．したがって，𝑉𝑉1 𝑉𝑉2⁄ は電離箱の取扱説明書や
カタログから常用電圧の範囲を読み取り，その範囲の中でとることが可能な最大の値で設
定することが望ましい． 
 なお，標準計測法 12 の Weinhous と Meli のイオン再結合補正係数の導出式は一般的再
結合と初期再結合を区別して補正できないほか，各電圧比における近似式の導出精度が悪
く，電圧比によっては𝑀𝑀1 𝑀𝑀2⁄ =1 においてイオン再結合補正係数が 1.001 となることが知ら
れている 19)．このことから，Weinhous と Meli のイオン再結合補正係数の導出式がもつ不
確かさも加えて考慮したい場合は，0.1 %を保守的に見積もって式(A.13)で得られる不確か
さに合成すると良い． 
 
A.8 極性効果補正係数：𝑢𝑢�𝑘𝑘polref�,𝑢𝑢�𝑘𝑘polfield� 
 極性効果補正係数の測定は印加電圧の極性を反転させて測定を行うため，電離箱の出力
が十分に安定してから実施することが望ましい．一部の平行平板形電離箱は電圧を印加し
てから安定するまでに極端に時間がかかることが報告されており，十分な注意が必要であ
る 20), 21)．ここでは，電離箱の出力が十分に安定した状態で測定が行われていることとして，
指示値に起因する不確かさのみに基づいて極性効果補正係数の不確かさを見積もる． 
 簡便のため，極性効果補正係数の導出式を整理すると， 

𝑘𝑘pol =
|𝑀𝑀raw

+ | + |𝑀𝑀raw
− |

2|𝑀𝑀raw| =
1
2

+
|𝑀𝑀raw

− |
2|𝑀𝑀raw

+ |  または 
1
2

+
|𝑀𝑀raw

+ |
2|𝑀𝑀raw

− |
(A. 14) 

どちらの極性を基準としても，極性効果補正係数は正負の印加電圧における指示値の比の
関数となることが分かる．例として，負電圧を基準とした場合を考える．|𝑀𝑀raw

+ | |𝑀𝑀raw
− |⁄ の相

対標準不確かさ𝑢𝑢(|𝑀𝑀raw
+ | |𝑀𝑀raw

− |⁄ ) [%]は，A.2 で述べた指示値の相対標準不確かさの計算方
法を用いて，それぞれの印加電圧における指示値の相対標準不確かさを合成することで求
められる． 

𝑢𝑢(|𝑀𝑀raw
+ | |𝑀𝑀raw

− |⁄ ) = �𝑢𝑢2(|𝑀𝑀raw
+ |) + 𝑢𝑢2(|𝑀𝑀raw

− |) (A. 15) 
感度係数は式(A.14)を指示値の比を変数として微分することで簡単に求められ， 

𝑐𝑐(|𝑀𝑀raw
+ | |𝑀𝑀raw

− |⁄ ) =
1
2

(A. 16) 

条件によらず，感度係数は 0.5 となる．最終的に極性効果補正係数の相対標準不確かさは， 

𝑢𝑢�𝑘𝑘pol� = 𝑐𝑐 �
|𝑀𝑀raw

+ |
|𝑀𝑀raw

− |�𝑢𝑢 �
|𝑀𝑀raw

+ |
|𝑀𝑀raw

− |� =
1
2
�𝑢𝑢2(|𝑀𝑀raw

+ |) + 𝑢𝑢2(|𝑀𝑀raw
− |) (A. 17) 

となる．なお，正電圧を基準とする場合は，式(A.15)と式(A.17)における|𝑀𝑀raw
+ |と|𝑀𝑀raw

− |の
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位置が入れ替わるだけである．正負の印加電圧それぞれにおける指示値の相対標準不確か
さを 0.05 %とすると，極性効果補正係数の相対標準不確かさは 0.036 %となる． 
 
A.9 動径方向不均一補正係数：𝑢𝑢�𝑘𝑘rnref 𝑘𝑘rnfield⁄ � 
 動径方向不均一補正係数（体積平均効果補正係数）は式(6.3)および式(6.4)で示された電
離箱の有感領域内における平均線量を軸外線量比𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅から導出する過程において生じる不
確かさがある．このときの不確かさ要因としては式(6.3)および式(6.4)が潜在的に持つ不確
かさと導出に用いる𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅の測定データ自体が持つ不確かさ，𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅から求められた平均線量の
統計不確かさが想定される． 
 動径方向不均一補正の導出式は電離箱の形状や感度分布などを考慮した厳密なものなど，
様々なものが提案されており，TRS-483 において詳細な解説がなされている 22)．厳密な動
径方向不均一補正の導出式は次のように表される． 

𝑘𝑘rn =
∬ 𝑤𝑤(𝑥𝑥,𝑦𝑦)d𝑥𝑥d𝑦𝑦𝐴𝐴

∬ 𝑤𝑤(𝑥𝑥,𝑦𝑦)𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅(𝑥𝑥,𝑦𝑦)d𝑥𝑥d𝑦𝑦𝐴𝐴

(A. 18) 

ここで，𝐴𝐴は電離箱の有感領域を示し，𝑤𝑤(𝑥𝑥,𝑦𝑦)は有感領域内の任意の点(𝑥𝑥,𝑦𝑦)における電離空
洞の形状などによる感度についての重み付けを示す．十分な保護電極幅を持つ平行平板形
電離箱であれば，収集電場が均一に生成され，有感領域内において𝑤𝑤(𝑥𝑥,𝑦𝑦)は均一に分布する
と仮定することができる．これに対し，円筒形電離箱の有感領域内の感度分布をユーザーが
厳密に評価することは難しく，式(A.18)によってユーザーが動径方向不均一補正係数を決定
することは実用的ではない．実用的には，円筒形電離箱の短軸方向の線量不均一性は長軸方
向に比べて十分に小さいことから，長軸方向の𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅のみを考慮して平均線量を求める式
(6.3)を用いる手法が実用的である．FFF(Flattening Filter Free)高エネルギー光子線におけ
るファーマ形電離箱について，式(6.3)で導出した𝑘𝑘rnと式(A.18)に基づいて𝑤𝑤(𝑥𝑥, 𝑦𝑦)を評価し
た上で求められた𝑘𝑘rnの差はわずか 0.03 %に過ぎず，その差は十分に許容されるものである
22)． 
 𝑘𝑘rnの導出に用いる𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅の測定データの不確かさは式(A.18)において，リファレンス線量
計とフィールド線量計のそれぞれに対する𝑘𝑘rnが分子と分母にあるため，互いに相殺され，
無視できる． 
 式(6.3)および式(6.4)は電離箱有感領域内における𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅の平均値𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅������𝐴𝐴の逆数を動径方向
不均一補正としており， 

𝑘𝑘rn =
1

𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅������𝐴𝐴
(A. 19) 

有感領域の大きさの不確かさが𝑘𝑘rnに与える影響は無視できるほど小さいので，𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅������𝐴𝐴の相対
標準不確かさがそのまま動径方向不均一補正の相対標準不確かさ𝑢𝑢(𝑘𝑘rn)となる．電離箱有感
領域内における𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅の測定点の数が𝑛𝑛，相対標準偏差が𝜎𝜎(𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅������𝐴𝐴)のとき，𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅������𝐴𝐴の相対標準不
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確かさ𝑢𝑢(𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅������𝐴𝐴)は 

𝑢𝑢(𝑘𝑘rn) = 𝑢𝑢(𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅������𝐴𝐴) =
1
𝑛𝑛
𝜎𝜎(𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅������𝐴𝐴) (A. 20) 

となる．例としてファーマ形電離箱の場合，𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅の測定間隔が 3 mm であれば，測定点の数
は 7 点となり，相対標準偏差が 0.5 %であれば，相対標準不確かさは 0.2 %となる．測定デ
ータが密であるほど，不確かさを小さく抑えることができるため，相互校正の実施を行う施
設では±3 cm 程度の範囲で𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅の測定間隔を小さくしておくとよい．フィルム線量計など
を用いると高精度に𝑘𝑘rnを評価することができる．最終的にリファレンス線量計とフィール
ド線量計それぞれの動径方向不均一補正の不確かさの合成がフィールド線量計の水吸収線
量校正定数の相対標準不確かさに起用するので， 

𝑢𝑢�𝑘𝑘rnref 𝑘𝑘rnfield⁄ � = �𝑢𝑢2�𝑘𝑘rnref�+ 𝑢𝑢2�𝑘𝑘rnfield� (A. 21) 

となり，リファレンス線量計とフィールド線量計の動径方向不均一補正の相対標準不確か
さが 0.2 %の場合，𝑢𝑢�𝑘𝑘rnref 𝑘𝑘rnfield⁄ �は 0.3 %となる． 
 動径方向不均一補正を行わない場合の不確かさは，動径方向不均一補正を行わない場合
の結果の差がそのまま相対標準不確かさとなる．すなわち， 

𝑢𝑢(𝑘𝑘rn) = 1−
𝑘𝑘rnref

𝑘𝑘rnfield
 （𝑘𝑘rn無しの場合） (A. 22) 

となる．平坦化された高エネルギー光子線や高エネルギー電子線でもリニアック装置によ
っては不均一な動径方向の線量分布を示す場合があり，十分な注意が必要である．電離箱有
感領域内の𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅が十分に平坦である場合は，保守的な不確かさの見積もりとして，電離箱有
感領域内における𝑂𝑂𝐴𝐴𝑅𝑅の最大差を相対標準不確かさとすると良い． 
 
A.10 ビームモニターの安定性：𝑢𝑢(𝑘𝑘exm) 
 式には直接現れないが，医療用リニアック装置または外部モニタ電離箱の安定性の不確
かさも考慮に含める必要がある．この不確かさは，便宜上「ビームモニターの安定性」と表
記するが，リニアック装置の出力の安定性や測定中のわずかな条件の変化など，測定の再現
性による不確かさも含まれた形で評価される． 
 この不確かさは測定の前後で実施するリファレンス線量計の測定の指示値𝑀𝑀before,Qcross

ref と
𝑀𝑀after,Qcross
ref の指示値の差から，矩形分布を仮定した相対標準偏差を求め，これをビームモニ

ターの安定性の相対標準不確かさとする． 

𝑢𝑢(𝑘𝑘exm) =
1

𝑀𝑀�Qcross
ref

𝑀𝑀before,Qcross
ref − 𝑀𝑀after,Qcross

ref

2√3
=

𝑀𝑀before,Qcross
ref − 𝑀𝑀after,Qcross

ref

√3�𝑀𝑀before,Qcross
ref + 𝑀𝑀after,Qcross

ref �
(A. 23) 

例として，測定の前後のリファレンス線量計の指示値の差が 0.2 %の場合，ビームモニター
の安定性の相対標準不確かさは 0.06 %となる． 
 外部モニタ電離箱を水中に設置する方法は，外気などの影響をより受けにくくなり，温度
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気圧補正が不要となるため，より高精度な相互校正が可能となる点において優れている．標
準機関では外部モニタ電離箱による擾乱の影響を避けるため，外部モニタ電離箱をリニア
ック装置のビーム出口付近に設置して標準場の一部としている．そのため，外気の影響を受
けやすく，ビームモニターの安定性の不確かさについてはユーザー施設に比べて悪くなっ
ている． 
 
A.11 リファレンス電離箱の長期安定性：𝑢𝑢(𝑘𝑘stb) 
 この不確かさも式には直接現れないが，相互校正の基準となるリファレンス電離箱の長
期安定性の不確かさとして考慮する必要がある．リファレンス電離箱の性能要件では年間
の校正定数の変動が 0.3 %以内であることを要件としており，矩形分布を仮定して長期安定
性の不確かさを 0.2 %とする． 
 リファレンス電離箱は温度係数や耐放射線性などの観点からグラファイトを壁材料とし
た電離箱が TRS-398 では推奨されている．同時に，グラファイトは落下や衝突などによっ
て破損する懸念があるため，日常的に使用する電離箱としては，プラスチック材料を電離箱
壁とした電離箱を使用することも方法として述べられている 6)．ユーザーは施設の実状に合
わせて，リファレンス線量計として用いる電離箱とフィールド線量計として用いる電離箱
を選定することが重要である． 
 
A.12 電位計校正定数の不確かさ：𝑢𝑢(𝑘𝑘elec) 
 フィールド線量計の相互校正において，分離校正の場合は同一の電位計を，一体校正の場
合はフィールド線量計の電離箱と電位計を一体に校正する．前者の場合，フィールド線量計
とリファレンス線量計の指示値に含まれる電位計校正定数は式(6.1)において互いに相殺さ
れるため，校正定数の値には直接影響しない．また，一体校正の場合は電位計校正定数を含
めて水吸収線量校正定数を決定するため，こちらも電位計校正定数の値そのものが影響を
与えることはない．しかしながら，電位計ガイドラインで述べられているように電位計の指
示値に影響を与える不確かさ要因は様々なものがあり，高エネルギー光子線および電子線
の水吸収線量計測の不確かさでは，電位計による電荷測定の相対標準不確かさとして 0.4 %
を見積もっている 4)． 
 フィールド線量計の相互校正においては，十分に安定した条件に電位計が設置され，測定
自体も数時間のうちに終わることを想定している．この場合，電位計ガイドラインで与えら
れた不確かさ要因の多くが互いに相殺され，その不確かさは無視できるほど小さいと想定
できる．そのため，相互校正で得られるフィールド線量計の水吸収線量校正定数の不確かさ
に電位計校正定数の不確かさは考慮しないこととした．十分に安定した環境条件であるこ
と確認するため，測定中の電位計の設置箇所の温度変動が±1 ℃以内であること，主電源電
圧の変動が±1 V 以内であることを確認すること．主電源電圧の測定を行う場合はテスター
などを用いて行うとよい．感電防止のため，保護手袋や治具を用意し，２人以上の人員で安
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全に留意して実施すること．市販の無停電源装置（UPS）や交流安定化電源を用いるとより
簡便に主電源電圧の変動などの電磁的ノイズを避けることができる．なお，十分に安定した
環境に電位計を設置できない場合は，電位計校正定数の相対標準不確かさとして 0.4 %を表
6.1 にあげられた不確かさ要因に加えて，合成すると良い． 
 
A.13 線質に対する補正の不確かさ：𝑢𝑢�𝑘𝑘Q� 
 校正証明書に記載されたリファレンス線量計の水吸収線量校正定数を線質Qcrossに内挿
などによって補正する際の不確かさについては，線質指標の不確かさが補正に及ぼす影響
と，標準機関が校正を行っている高エネルギー光子線および電子線の線質とユーザーが測
定を行っている線質について，線質指標による補正だけでは補正しきれない要因によって
生じる影響の２つが主な不確かさ要因となる． 
 前者の水吸収線量校正定数を線質指標によって補正する場合の不確かさは，線質変換係
数の値を線質指標について内挿する際の不確かさと同様に考えることができ，AAPM TG-
51 Addendum では精度が良いケースとして 0.1 %を採用している 23)． 
 線質指標による補正によって補正できない要因については，近年の医療リニアック装置
はビーム発生部の基本構造がほぼ同一であり，同一の線質指標の高エネルギー光子線およ
び電子線の場であれば線質変換係数や水吸収線量校正定数に差が生じないとされている．F. 
Erazo らは，メーカーの異なる医療用リニアック装置毎にモンテカルロシミュレーション計
算によって高エネルギー光子線の線質変換係数を評価したところ，一部のリニアック装置
の線質変換係数の値が，同じ線質指標の高エネルギー光子線におけるその他のメーカーの
医療用リニアック装置の線質変換係数の値に対して最大で 0.4 %程度異なったと報告して
おり，同様の結果をカナダ NRC グループの Muir らも報告している 12), 13)．なお，この原因
は製造メーカーが提供している高エネルギー光子線のスペクトル情報が誤っていたことに
より，擾乱補正係数の評価結果に差が生じた可能性が指摘されている．この報告は，線質指
標がたとえ同じ値であっても，校正定数や線質変換係数の値が異なってしまうケースとし
て想定される差の情報として有用である． 
 以上の不確かさ要因から，一般施設における高エネルギー光子線の水吸収線量校正定数
を線質に対して補正する際の相対標準不確かさ 0.3 %とした．高エネルギー電子線について
は，擾乱補正係数の影響が十分に小さい領域で相互校正を行うこととして，相対標準不確か
さ 0.1 %とした．標準機関クラスでは一次標準機関である産業技術総合研究所の医療用リニ
アック装置と同じ特性であることが確認された医療用リニアック装置を使用することを前
提として，いずれも相対標準不確かさ 0.1 %とした． 
 
A.14 その他の不確かさ要因 
 最後に，ここまで述べてきたフィールド線量計の相互校正における主な不確かさ要因で
は考慮していない不確かさ要因について述べる．フィールド線量計の相互校正はリファレ
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ンス線量計およびフィールド線量計，医療用リニアック装置が十分に安定した状態で測定
が行われることを前提としている．したがって，予期しない変動などの影響があることが明
らかである場合，ユーザーはその影響を補正あるいは除去するよう努めるか，その影響を不
確かさとして考慮しなくてはならない．参考のため，標準機関で把握している変動の要因に
ついてここで紹介する． 
 
例 1：印加電圧変更及び事前照射に伴う出力変動 
 IEC 60731 では電離箱に電圧を印可すると同時に放射線の照射を開始した際の 15 分後か
ら２時間後までの出力変動を 1 %以内に抑えるという性能要件が定められている．実際に
市販されているリファレンスクラスの電離箱の多くは 10 分以内に出力が安定する電離箱が
多く，ファーマ形電離箱については電圧を印加した直後から安定した出力を示すものが多
い．これに対し，3D ファントムなどで用いる電離空洞の容積が小さい電離箱は電離空洞内
の空気から生じる信号電流以外のノイズ成分が相対的に大きくなるため，電圧を印加して
から信号電流が安定するまでの時間が長くなることが報告されている 20), 21)．当然，このよ
うな電離箱をリファレンス線量計として用いることはできないが，フィールド線量計とし
て用いる場合にも十分な注意が必要である． 
 
例 2：乾燥条件から電離箱を取り出した際の出力変動 
 デシケータ内などの乾燥状態から室内に電離箱を取り出した際に，電離空洞内の空気が
徐々に置換されるまでの間，主に湿度影響によって電離空洞の出力が変動することが知ら
れている 24), 25)．１時間程度でほぼ平衡状態に達するが，安全のため３時間程度は照射室内
の空気になじませてから電離箱の測定を開始することが望ましい． 
 
例 3：電離箱の膨張収縮による出力変動 
 電離箱の温度や気圧，湿度などの環境条件による出力は温度気圧補正，湿度補正によって
補正されている．しかし，温度気圧補正は別名として空気密度補正と呼ばれるように，あく
まで電離空洞内の空気の密度を基準条件に補正しているに過ぎない．同様に，湿度補正も基
準条件の湿度に補正しているだけであり，環境条件の変化による電離空洞の膨張や収縮な
どによる出力変化の補正は行われていない． 
 IEC 60731 では電離箱の温度係数として 25 ℃±10 ℃の範囲で±1 %以内としており，
実際に McEwen らはプラスチックを電離箱壁に用いた電離箱で 0.05 %/℃の温度係数があ
ることを報告している 25)．このような電離箱は校正条件と測定時の水温が大きく乖離しな
いよう，管理することが必要である． 
 産総研の森下らは保管時の湿度によって出力が変化する電離箱について報告している 26)．
吸湿によって電離空洞の体積が変化することが原因と考えられ，電離箱を乾燥条件から室
内に取り出しても短時間では平衡状態に達しないため，この様な電離箱については乾燥条
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件での保管を避け，照射室内の空気と同じ雰囲気の条件で保管することが望ましい． 
 
A.15 水吸収線量計測の不確かさ 
 フィールド線量計の相互校正で得られた水吸収線量校正定数を用いて水吸収線量計測を
行った場合の不確かさは表 4.3 および表 5.4 のステップ 1 の不確かさをフィールド線量計の
相互校正で得られた水吸収線量校正定数の不確かさに置き換えることで求めることができ
る． 
 表 B.2 に相互校正されたフィールド線量計を用いて高エネルギー光子線の水吸収線量を
計測した場合の不確かさの見積もりを示す．水吸収線量校正定数を内挿によって補正する
不確かさについては，一つの施設内で極端に特性が異なる装置を使用することは想定され
ないので，相対標準不確かさ 0.1 %とした．最終的なフィールド線量計を用いた場合の水吸
収線量計測の相対拡張不確かさ(𝑘𝑘 = 2)は校正証明書に与えられた線質指標𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10の範囲
内で標準機関クラスの測定能力を有する施設で 1.9 %，一般施設で 2.0%となる．  
 
表 B.2  相互校正されたフィールド線量計による高エネルギー光子線の校正深における水

吸収線量𝐷𝐷w,Q計測値の相対標準不確かさの見積もり 

物理量または手順 
相対標準不確かさ / % 

標準機関 一般施設 
水吸収線量校正定数 𝑁𝑁D,w,Qcross 0.58 0. 76 
リファレンス線量計の長期安定性 0.2 
基準条件の設定 0.4 
モニタ設定値に対する指示値 𝑀𝑀raw 0.4 
補正係数 𝑘𝑘𝑖𝑖 0.4 
𝑁𝑁D,w,Qcrossの内挿の不確かさ 0.1 
𝐷𝐷w,Qの相対合成標準不確かさ 1.0 1.0 
相対拡張不確かさ(𝑘𝑘 = 2) 1.9 2.0 

 
 
表 B.3 に相互校正されたフィールド線量計を用いて高エネルギー電子線の水吸収線量計測
を行った場合の不確かさの見積もりを示す．高エネルギー電子線の場合，相互校正によって
各エネルギーの電子線の線質で𝑁𝑁D,w,Qcrossを決定して用いる場合と，媒介線質Qintにおける水
吸収線量校正定数𝑁𝑁D,w,Qintを決定して用いる場合の 2 通りが想定される．𝑁𝑁D,w,Qcrossを用いる
場合の相対拡張不確かさ(𝑘𝑘 = 2)は標準機関クラスで 2.0 %，一般施設で 2.1 %となる．
𝑁𝑁D,w,Qintを用いる場合は，標準機関クラスで 2.3 %，一般施設で 2.4 %となる． 
 
表 B.3 相互校正されたフィールド線量計による高エネルギー電子線の校正深における水
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吸収線量𝐷𝐷w,Q(𝑑𝑑c ,𝐴𝐴0)計測値の相対標準不確かさの見積もり（標準機関 / 一般施設） 

物理量または手順 
相対標準不確かさ / % 

𝑁𝑁D,w,Qcrossを用いる場合 𝑁𝑁D,w,Qintを用いる場合 
水吸収線量校正定数  0.7 / 0.8 
長期安定性 0.2 
基準条件の設定 0.4 
電荷測定 𝑀𝑀raw 0.4 
補正係数 𝑘𝑘𝑖𝑖 0.4 
線質変換係数 𝑘𝑘Q,Qint – 0.6 
𝑁𝑁D,w,Q の内挿 0.1 – 
𝐷𝐷w,Qの相対合成標準不確かさ 1.0 / 1.1 1.2 / 1.2 
相対拡張不確かさ(𝑘𝑘 = 2)) 2.0/ 2.1 2.3 / 2.4 

 
 高エネルギー光子線および高エネルギー電子線のいずれでも線質変換係数を用いない場
合は相対拡張不確かさ 2 %前後で水吸収線量計測を確認できることが分かる．線質変換係
数を用いた場合は，若干の不確かさの増加が見られる．これは標準計測法 12 の線質変換係
数が 2012 年時点の知見を元に検討されているためであり，2016 年に ICRU レポート 9027)

で報告された新しい放射線計測に関する物理データに基づいた線質変換係数の検討が進め
られており 28)，今後，改善される予定である． 
  



44 
 

付録B 60Co ガンマ線水吸収線量校正定数の推定 
 ここでは，60Co ガンマ線水吸収線量校正サービスの供給がやむを得ない理由によって停
止した場合などに備え，高エネルギー光子線水吸収線量校正サービスを相補的に運用でき
るようにするため，標準計測法 12 における 60Co ガンマ線水吸収線量校正定数𝑁𝑁D,w,QCo

（𝑁𝑁D,w,Q0）を高エネルギー光子線水吸収線量校正定数から導出し，陽子線や炭素線などの水
吸収線量計測に用いる方法を解説する． 
 
B.1 60Co ガンマ線水吸収線量校正定数の導出 
 高エネルギー光子線を基準に 60Co ガンマ線水吸収線量校正定数を求める場合，リファレ
ンス電離箱には高エネルギー光子線のリファレンスクラスに準拠した円筒形電離箱を用い
る．校正証明書に記載された円筒形電離箱の高エネルギー光子線水吸収線量校正定数のう
ち，最も 60Co ガンマ線の線質（𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10 = 0.57）に近い線質QSDLの高エネルギー光子線水
収線量校正定数 𝑁𝑁D,w,QSDLについて，標準計測法 12 の表 3.3 より，円筒形電離箱の型式に
該当する線質QSDLの𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅20,10における高エネルギー光子線の線質変換係数𝑘𝑘QSDLを読み取る．

𝑁𝑁D,w,QCoおよび𝑁𝑁D,w,QSDL，𝑘𝑘QSDLの関係から， 

𝑁𝑁D,w,QCo =
𝑁𝑁D,w,QSDL
𝑘𝑘QSDL

(B. 1) 

と標準計測法 12 における 60Co ガンマ線水吸収線量校正定数𝑁𝑁D,w,QCoを導出することができ
る． 

得られた 60Co ガンマ線水吸収線量校正定数を用いて，標準計測法 12 に定められた手順
に従った水吸収線量計測を行うことができる．線質Qの放射線におけるリファレンス電離箱

の水吸収線量校正定数𝑁𝑁D,w,Qと𝑁𝑁D,w,QSDL，𝑁𝑁D,w,QCoの関係は，次のようになる． 

𝑁𝑁D,w,Q = 𝑘𝑘Q𝑁𝑁D,w,QCo =
𝑘𝑘Q
𝑘𝑘QSDL

𝑁𝑁D,w,QSDL = 𝑘𝑘Q,QSDL𝑁𝑁D,w,QSDL (B. 2) 

ここで，𝑘𝑘Q,QSDLは線質QSDLを基準とした場合の線質変換係数である． 
 高エネルギー光子線を基準線質とした場合の陽子線や炭素線の線質変換係数の不確かさ
については詳細な議論がされていないため，保守的な不確かさの見積もりとして，標準計測
法 12 の高エネルギー光子線の線質変換係数の相対標準不確かさ 1.0 %を陽子線および炭素
線それぞれの線質変換係数の不確かさに合成することとする．高エネルギー光子線を基準
線質とした場合の陽子線および炭素線の相対標準不確かさの例を B.1 に示す． 
 なお，60Co ガンマ線あるいは高エネルギー光子線のどちらを基準線質としたかによらず，
放射線治療施設は標準計測法 12 を参考に水吸収線量計測の不確かさを必ず推定してから，
計測した水吸収線量の値を治療に用いることが重要である． 
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表 B.1 高エネルギー光子線を基準の線質とした陽子線および炭素線の線質変換係数
𝑘𝑘Q,QSDLの相対標準不確かさ 

線種 円筒形電離箱 
陽子線 2.0 % 
炭素線 3.0 % 
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